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はじめに 

近年、持続可能な開発目標（SDGs）が掲げる「誰一人取り残さない」社会の実現に向け、インクルー

シブな教育システムの構築が国際的な共通目標となっている。特に、個人の能力開発と社会参加の基

盤となる高等教育において、障害のある学生がその機会から排除されることなく、能力を最大限に発揮

できる環境を整備することは喫緊の課題である。 

アジア地域においても、障害者の権利擁護と社会参加を促進する法整備が進む一方、高等教育現場

における具体的な支援体制の構築は、多くの国で発展途上にあり、様々な課題に直面している。このよ

うな状況下で、アジア人間開発センター（AHDC）は、日本財団からの委託を受け、インドネシアのPijar財

団と協力し、日本とインドネシアの高等教育機関における障害学生支援の現状と課題に関する調査を

実施した。 

本報告書は、両国の比較分析を通じて、日本の経験から得られる応用可能な知見を特定し、インドネ

シアにおける障害学生支援体制の強化に資する実践的な協力プロジェクトを提案することを目的とする

ものである。本調査と提案が、インドネシアのみならず、同様の課題を抱える他の国々におけるインクル

ーシブな高等教育の発展に貢献することを期待する。 
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第1章 調査の目的と背景、概要 

1-1. 調査の目的と背景 

本調査の主目的は、日本とインドネシアの高等教育機関における障害学生支援の現状と課題を体系

的に比較分析し、その結果に基づいて、インドネシアの大学における障害学生支援室（Disability Suppo

rt Unit, DSU)1の設置・運営に応用可能な知見を得て、具体的な国際協力プロジェクトを形成することに

ある。 

背景として、両国は共に障害者権利条約を批准し、その理念を反映した国内法を整備しているもの

の、高等教育機関の現場における支援体制の進展には大きな差が見られる。日本では2016年に「障害

者差別解消法」が施行され、大学等における「合理的配慮」の提供が法的義務となった。これにより支

援体制の整備が大きく進み、2024年には障害のある学生が在籍する高等教育機関の97.1%が組織的な

支援を実施し、在籍する障害学生数も55,510人、全学生の1.71％となっている2。 

一方、インドネシアでは2016年に「障害者に関する法律（法律第8号）」が制定され、全ての高等教育

機関にDSUの設置が義務付けられた。しかし、その設置は緒に就いたばかりであり、高等教育を修了し

た障害者の割合は3.39%（2022年）に留まるなど3、制度の実効性確保が課題となっている。また、支援内

容は入学機会の確保や基礎的な環境整備が中心であり、修学を継続するためのきめ細かなサポート

体制の構築や、支援を担う専門人材の育成が急務となっている。 

このような背景から、日本の制度化された支援システム、多様な実践ノウハウ、そして大学間ネットワ

ークの経験を参考にしつつ、インドネシアの文脈に即した持続可能な支援モデルを構築する必要性が

高まっている。 

1-2. 報告書の目的と位置づけ 

本報告書は、上記の調査で得られた結果を包括的に取りまとめ、委託元である日本財団へ提出する

事業完了報告書である。同時に、第5章で詳述する「インドネシアにおける障害学生支援プロジェクト」の

計画内容とその理論的・実践的根拠を提示する基礎資料として位置づけられる。報告書に示された分

析と考察は、今後のプロジェクトの円滑な実施と、将来的な事業展開に向けた重要な指針となるもので

ある。 

1-3. 調査の概要 

調査名称: インドネシア大学における障害学生支援プロジェクト 

実施主体: アジア人間開発センター（AHDC） 

協力団体: Pijar財団（インドネシア） 

委託元: 日本財団 

調査期間: 

(1) 国内調査（日本）：2025年7月9日～10月31日 

 
1 インドネシアの法令には、「障害者サービスユニット（ULD）」と記載されている。これは、大学だけでなく、すべての教育

機関や雇用分野でもULDの設置を義務付けているからである。他方、本報告書の障害学生支援室は、Disability Support 

Unit, DSUで統一した。 
2 JASSO「令和6年度（2024年度）大学、短期大学及び高等専門学校における 障害のある学生の修学支援に関す
る実態調査」https://www.jasso.go.jp/statistics/gakusei_shogai_syugaku/__icsFiles/afieldfile/2025/08/08/2024_ho
ukoku.pdf （2025年9月28日に閲覧） 
3 インドネシア中央統計局 (Badan Pusat Statistik - BPS)「2022年3月国民社会経済調査（Susenas）」 
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(2) 現地調査（インドネシア）：2025年9月14日～20日 

(3) 文献・オンライン調査：2025年7月9日〜10月26日 

調査対象機関・団体: 

(1) 日本（国内調査）: 

① 大学: 筑波大学、筑波技術大学、京都大学、広島大学、大阪大学 

② 支援機関: 全国障害学生支援センター、独立行政法人日本学生支援機構（JASSO）、障害と高

等教育に関するプラットフォーム事業（PHED） 

③ 企業: 株式会社ミライロ 

④ 国際セミナー「米国の歴史と現状から学ぶ・障害のある学生の修学支援と紛争解決」(一般社団

法人 全国高等教育障害学生支援協議会（AHEAD JAPAN）、東京大学PHED共催) 

 

(2) インドネシア（現地調査）: 

① 大学: スナン・カリジャガ大学, ナフダトゥル・ウラマー大学ジョグジャカルタ校, ジャカルタ国立大

学等 

② 政府機関: 国家障害者委員会（KND）、人間開発文化調整省、高等教育・科学技術省 

③ Pijar財団、Focus Group Meeting（現地NGO、大学、企業などの関係団体） 

 

主な調査項目: 

(1) 障害学生支援に関する国の法制度、政策、および財政支援の仕組み 

(2) 高等教育機関における支援部門の組織体制、運営実態、予算、および専門人材の配置状況 

(3) 障害種別に応じた合理的配慮の具体的な提供事例と課題 

(4) ピアサポート等、学生が主体的に関わる支援活動の実践 

(5) 卒業後のキャリアパスと、大学・企業・専門機関が連携した就労支援の取り組み 

(6) 大学間ネットワークや関係機関との連携体制の現状 

(7) インドネシアにおける支援体制構築のためのニーズと研修への期待 

1-4. 調査の限界 

本調査は、両国の障害学生支援の全体像を把握する上で有益な示唆をもたらすものであるが、いく

つかの限界も認識しておく必要がある。第一に、限られた調査期間と予算の制約上、訪問・聴取の対象

は一部の代表的な機関に限られており、本報告書の内容が国全体の状況を網羅的に反映した断定的

なものではなく、今後の調査を通じて深化させるべき仮説を含むものである。第二に、調査は主に大学

の支援担当者や行政官へのヒアリングを中心に行ったため、障害のある学生当事者からの直接的な意

見聴取の機会は限定的であった。今後のプロジェクト実施においては、当事者の声をより積極的に反映

させるプロセスが不可欠である。 
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第2章 日本における障害学生支援の現状 

2-1. 国の制度・政策と支援体制 

(1) 障害者差別解消法（2021年改正）と合理的配慮 

障害者差別解消法（正式名称：障害を理由とする差別の解消の推進に関する法律）は、障害を理由

とする不当な差別的取扱いを禁止し、行政機関等および事業者に合理的配慮の提供を求めるものであ

る。2021年5月の改正（令和3年法律第56号）により、事業者による合理的配慮は「努力義務」から「法的

義務」へと強化され、2024年4月1日に施行された。これに伴い、私立大学を含む事業者区分に属する高

等教育機関は、学内規程や運用を法の趣旨に即して整備・実施する責任を明確に負うことになった。内

閣府は改正の概要や施行期日、事業者向けリーフレットを公表し、具体的な対応の周知を進めている。 

 

表1：障害者差別解消法の制定・改正と関連動向4 

年 月 主な動き 

2007年9月 日本政府が障害者の権利に関する条約（略称：障害者権利条約）に署名 

2008年5月 障害者権利条約が発効 

2011年7月 障害者基本法の一部改正法が成立、公布日に施行（一部除く） 

2013年6月 障害者差別解消法が成立 

2014年1月 日本政府が条約の批准書を寄託 

2014年2月 障害者権利条約が日本で効力発生 

2015年2月 障害者差別解消法の基本方針を策定 

2016年4月 障害者差別解消法を施行 

2016年6月 日本政府が初回報告書を提出  

2019年2月 障害者差別解消法の見直し検討を開始 

2020年6月 内閣府障害者政策委員会が意見書を取りまとめ、 

法見直しに関する意見書 

2021年5月 障害者差別解消法の一部改正法が成立 

2021年5月 障害者差別解消法の基本方針を改定  

2024年4月 障害者差別解消法の一部改正法（「改正障害者差別解消法」)を施行、改正基

本方針を採択（同時） 

出典：内閣府「障害者白書（令和6年版）」より調査チームが作成 

 

合理的配慮は、障害のある学生の状態・特性・教育的ニーズに応じて、過重な負担とならない範囲で

機会の確保、情報提供方法の調整、評価方法の工夫などを行い、学修上の障壁を取り除く個別・具体

 
4 内閣府「障害者白書（令和6年版）」より調査チームが作成 

https://www8.cao.go.jp/shougai/whitepaper/r06hakusho/zenbun/index-pdf.html（2025年9月28日に閲覧） 
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の措置を指す。文部科学省は高等教育機関に関する指針として、受入方針の情報公開、申請から決定

までの手続の明確化、学内規程に基づく決定と建設的対話（本人の意思決定を尊重し、可能・不可能を

相互に確認するプロセス）を整理しており、大学はこれらを参照して組織的に配慮を決定・実施すること

が求められている。日本学生支援機構（JASSO）も、ハンドブックや事例集、研修を通じて定義・運用・留

意点を提示し、各大学の標準化と実装を支援している5。 

本調査のヒアリングでも、同法の整備を契機として私立大学を含む各大学で合理的配慮の提供が加

速し、学内体制の構築が進展してきたことが確認できた。とりわけ2021年改正により提供義務が明確化

された結果、大学は「努力」ではなく「履行」を前提に実務を整備することが求められ、支援室の機能強

化や学内合意形成のプロセスが制度として位置づけられている。 

 

(2) 日本学生支援機構（JASSO）等の全国的支援機関の役割 

日本の障害学生支援は、各大学の取組に加えて、JASSOが担う全国レベルの支援インフラ（実態調

査・事例収集・情報提供・研修）の下支えによって成立していると言える。今回の調査でも、JASSOが全

国規模で実態調査や情報提供を行っているほか、拠点校の仕組みを含む大学間のネットワーク形成が

全国的な学び合いの基盤となっていることが確認された。 

また、JASSOは、実務者向け研修・セミナーを毎年実施し、合理的配慮の事例と運用ノウハウを共有

している。広島大学と共催する「障害学生支援に関する専門テーマ別セミナー（オンデマンド配信）6 」

は、有識者講師が合理的配慮に関する事例課題を提示し、各年度テーマに沿って学べる設計となって

いる。併せて、JASSOは「大学、短期大学及び高等専門学校における障害のある学生の修学支援に関

する実態調査（以下、大学アンケート調査）」を毎年実施・公開しており、各大学の体制・課題を可視化し

て政策・実務の双方に資するデータを提供している。 

さらに、全国障害学生支援センター（NSCSD）もまた、日本の支援体制を支える重要な中核組織の一

つである。NSCSDは、全国の大学や支援関係者を対象に、障害学生支援の実態調査、情報収集・提

供、支援事例や制度資料の体系的な整理・公開を行っている。とくに、同センターが実施する全国規模

の実態調査は、各大学の支援体制整備や政策形成の基盤として活用されており、日本の障害学生支

援制度の発展を下支えしてきた。また、調査票の設計やデータ管理手法は、他国での制度構築にも応

用可能なモデルとして注目されており、インドネシアでの事前調査にも活用できると考えられる。NSCSD

は行政機関とは異なり、制度横断的かつ中立的な立場から情報基盤を提供し、大学・支援者・政策担

当者の間をつなぐハブとして機能している。例えば、NSCSDは全国の大学や支援担当者とのネットワー

クを通じて実態調査や支援情報の共有を行い、大学間の連携促進に貢献している。さらに同センターが

蓄積・公開している調査項目や事例情報は、文部科学省やJASSO等が実施する全国的な調査とも参

照関係を持ちながら、日本の障害学生支援の情報基盤の一翼を担っている。 

また、拠点校・協力機関とのネットワーク構築も、JASSOの重要な役割である。例として、広島大学は

JASSOの拠点校として早期から文科省の支援を受け、地域規模や大学規模に依らない普遍的な方法

論の構築に向けて、情報共有と連携を推進している。また、筑波技術大学はJASSOの協力機関として

他大学への支援を担う立場にあり、専門性の高い相談や教材作成等で全国を支える役割が示されてい

る。 

エビデンス整備と政策提言の点では、JASSOが主体となり実施・公開している大学アンケート調査の

結果が政策立案にも活用されていた。このほか、JASSOは制度面の説明や資金フローに関する情報を

把握しており、大学が自機関の状況に応じて活用可能な公的スキームを参照する際の情報口として機

能している。 

 
5 JASO「合理的配慮ハンドブック（平成30年度発行）」、https://www.jasso.go.jp/gakusei/tokubetsu_shien/sho
gai_infomation/handbook/index.html（2025年9月28日に閲覧） 
6 当該セミナーは令和７年５月末で配信終了し現在は視聴できない 
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(3) 政府による財政支援の仕組み 

わが国の高等教育機関に対する障害学生支援の財源は、基盤的な経常経費補助（私立等）と、各法

人の基礎的財源（運営費交付金・国立）に加え、競争的・選定型の重点配分、およびテーマ別の委託・

プロジェクト型支援で構成されている。文部科学省の検討会報告（第三次まとめ、2024年）7では、国立

大学法人運営費交付金に「ミッション実現加速化経費」を計上し障害学生の受入れ体制整備を支援す

ること、ならびに私立大学等経常費補助金で私学側の受入れ環境整備等に財政支援を行うことが明記

されている。これらを活用して、各大学は機器整備、人件費の一部、体制整備を継続的に進めている。 

 

① 私立大学等改革総合支援事業 

文部科学省が実施する私立大学等改革総合支援事業は、私立大学・短期大学・高専を対象に、タイ

プ別（Type1～4）の指標に基づいて選定・重点配分する仕組みである。タイプ4（ダイバーシティ＆インク

ルージョン推進）では、障害のある学生を含む多様な学生への支援体制やインクルーシブな教育環境

の推進に資する取組を評価軸として配分が行われており、年度ごとの選定状況や得点分布が公表され

ている。 

 

② 国立大学法人運営費交付金 

障害学生支援に特化した補助金ではないが、各国立大学は交付金の中から、法律で定められた合

理的配慮の提供や支援室の運営などに予算を配分する義務がある。国立大学では運営費交付金が基

礎的財源であり、その中で障害学生の受入れに係る体制整備に必要な経費が措置されている。 

 

③ 独立行政法人私学事業団による助成金 

日本私立学校振興・共済事業団は、文部科学省の財源をもとに、私立大学等へ経常費補助金を交

付している。この補助金は、教育の質の向上、学生の経済的負担の軽減、そして大学経営の健全化を

目的とした、私学助成の中核をなすものである。これにより、私立大学は安定した運営資金を確保し、そ

の一部を障害学生支援のための体制整備など、教育環境の継続的な改善に充てることができる。 

 

2-2. 大学におけるDSUの運営と実践事例 

2024年5月1日時点における障害学生数は55,510人、障害のある学生が在籍する大学、短期大学、

高等専門学校は1042校であり、全学校数1,169校の89.1％に相当する。この1,169校のうち、障害学生を

支援するための専門部署・機関（DSUやバリアフリー支援室など）を設置しているのは、354校であり、全

体の30.3%である。また専門部署はないものの、他の部署や機関で障害学生の支援を行っているのは78

2校であり、全体の66.9%である。両方を合わせると1,136校となり全体の97.1%となる。したがって、ほぼす

べての高等教育機関で障害学生に対する支援が組織的に実施されている8。  

次に障害種別ごとの障害学生数であるが、最も多いのが精神障害で19,440人（35％）、次いで発達障

害の11,923人（21％）、病弱・虚弱の10,173人（18％）となっており、この3種別で全体の76％を占めてい

る。ちなみに、視覚障害は1,427人（3％）、聴覚・言語障害は2,671人（5％）、肢体不自由1,808人（3％）と

 
7 文部科学省「障害のある学生の修学支援に関する検討会報告（第三次まとめ）について」https://www.mext.go.j
p/b_menu/shingi/chousa/koutou/123/mext_01732.html（2025年9月28日に閲覧） 
8  JASSO「令和6年度（2024年度）大学、短期大学及び高等専門学校における 障害のある学生の修学支援に関
する実態調査」https://www.jasso.go.jp/statistics/gakusei_shogai_syugaku/__icsFiles/afieldfile/2025/08/08/2024_h
oukoku.pdf （2025年9月28日に閲覧） 
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なっており、この3種別を合わせても全体のわずか11％でしかない。日本の障害学生は、精神・発達・病

弱が多くを占めていることがわかる。 

 

 
図1：障害種別毎の障害学生在籍率の推移9 

 

 
 

図2：障害種別毎の障害学生数10 

 
9 JASSO「令和6年度（2024年度）大学、短期大学及び高等専門学校における 障害のある学生の修学支援に関す
る実態調査結果概要」より引用、https://www.jasso.go.jp/statistics/gakusei_shogai_syugaku/index.html （2025
年9月28日に閲覧） 
10 JASSO「令和6年度（2024年度）大学、短期大学及び高等専門学校における 障害のある学生の修学支援に関
する実態調査」より調査チームが作成https://www.jasso.go.jp/statistics/gakusei_shogai_syugaku/__icsFiles/afield
file/2025/08/08/2024_houkoku.pdf（2025年9月28日に閲覧） 

 

聴覚障害 

2,671人（5％） 

病弱 

10,173人 

（18％） 

知的障害 

328人（1％） 

重複障害 

3,274人（6％） 

https://www.jasso.go.jp/statistics/gakusei_shogai_syugaku/__icsFiles/afieldfile/2025/10/27/2024_houkoku_2.pdf
https://www.jasso.go.jp/statistics/gakusei_shogai_syugaku/__icsFiles/afieldfile/2025/10/27/2024_houkoku_2.pdf


10 

 

 

(1) 視察大学の支援体制と運営ノウハウ 

本調査では、大学の支援室単独での取り組みと併せ、学内外の組織と連携しながら、相談受付から

アセスメント、合理的配慮の決定、授業運用、学外実習や就職支援に至る一連のプロセスを統合的に

運用している実態を確認した。各大学と大学横断型の支援事業における取り組みについて、視察から

得た情報をもとに下記に示す。 

 

筑波大学： 

「学生中心の支援」を方針とし、2007年に支援室を設置後、2023年にヒューマンエンパワーメント推

進局が設置された。ダイバーシティ・アクセシビリティ・キャリアの三機能が連携するワンストップ体制

を構築し、相談窓口を統一して個人情報保護にも配慮している。加えて、同大学では「筑波大学にお

ける障害学生支援に関する憲章11」を掲げ、専門部署任せにすることなく、すべての教職員が障害学

生支援の向上・充実を図るための基本的な使命を定めていることに特徴を持つ。体制内には臨床心

理士等の専門スタッフと分野別スーパーバイザー、さらに学生の障害学生支援チームを備え、特にニ

ーズの高い発達・精神障害の相談量に応じた人員配置をとる。大学外への展開としては、JASSO拠

点校として他大学からの相談に対応し、学外団体向け研修も実施可能な教育拠点となっている。 

 

筑波技術大学（視覚・聴覚）： 

筑波技術大学は、聴覚障害または視覚障害がある学生のための大学である。在籍する聴覚障害

学生・視覚障害学生への教育・研究に加えて他大学支援の機能を担う拠点校として位置づけられて

おり、学内の「障害者高等教育研究支援センター」が学内研究と他大学向け支援を兼ねている。JAS

SOの「協力機関」として文科省から他大学支援を求められ、実績評価とともに業務としての外部支援

を行う体制を整えている。運営面では、現場の調整者を支える「支援者の支援役」を置くことや、「ない

ものはどうにかする」という現場解決志向の人材育成を重視している。視覚領域では他大学からのメ

ディア変換（数学の点訳など）にも対応し、実質的な拠点として機能している。聴覚領域では PEPNet‐

Japan の事務局として無料ナレッジ、サポートブック、補聴機器の貸出など可搬型リソースを提供し、

全国の相談先として機能している。 

 

京都大学（DRC／DIIN／HEAP）： 

障害学生を「支援すべき対象」ではなく「研究や学びの主体者」として捉えるという考えの下、「ケ

ア」や「サポート」に注力するのではなく「リソース」という言葉を用いて各種支援を提供している。学内

対応を学生総合支援機構障害学生支援部門（DRC）、学外展開をディスアビリティ・インクルージョン

センター（DIIN Center）が担い、高等教育アクセシビリティプラットフォーム（HEAP）等の連携基盤も活

用している。各大学がガイドラインを一から作る負担を軽減するために、「リソースシェア」として編集

可能な形式でのガイドラインの基本様式をオンライン上で共有しており、国際連携も視野に入れた英

語版の申請様式も備えている。また、大学全体としての理解促進、対応力を高めるため、専門家以外

にも相談・コーディネーション・コンサルテーション・業務調整を担える人材育成を重視している。 

 

広島大学： 

1997年に支援室が設立され、2000年の肢体不自由・視覚障害の学生受け入れを契機に支援室体

制が強化された。現在は専任スタッフ（約8名）が在籍するアクセシビリティセンターが支援の中核を担

 
11 「筑波大学における障害学生支援に関する憲章」https://www.tsukuba.ac.jp/about/action-disability/（2025年9月30日

に閲覧） 
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う。支援プロセスとして、インテイク→アセスメント→証明書発行→学部申請の標準フローを整備して

いるほか、独自のアセスメントシートに基づく評価結果を学内外で共有し、学外実習先等との調整を

制度化している。アクセシビリティセンターにおけるスタッフ採用は専門知識よりも事務処理能力・交

渉力・学生対応力等を重視するが、同時に、医療との連携が必要な場合は専門コーディネーターと連

携する体制を整えている。教員へのサポートとして、各学生に必要な支援内容やアドバイスを「配慮

文章」として提示することで、授業運営を具体的に支援している。JASSO拠点校としてのメリットを活

用し、初等・中等教育や企業を巻き込む形でネットワークの拡大・情報共有を積極的に推進している。 

 

大阪大学： 

キャンパスライフ健康支援・相談センターは保健機能も併せ持ち、同センター内の相談支援部門が

障害学生支援を担当している。支援プロセスとして、アセスメント部門（アセッサー）を置いて必要性・

妥当性を判定し、コーディネーター及びアセッサーのレポート（ニーズレポート）で検討会議・合意形成

（同意書）へ進む標準プロセスを整備している。正規ルートにおける支援プロセスの場合は、ニーズレ

ポート作成から支援内容決定まで1か月程度の期間を要していたところ、2025年4月からは、成績に

直結しない配慮については約2週間で決定できる「クイックルート」の運用を開始し、状況に応じて正

規ルートと使い分けている。新任教員向けFD/SD12や全学部共通科目である一般教養科目（共生社

会アクセシビリティ）による啓発も実施している。 

 

障害と高等教育に関するプラットフォーム事業（PHED・東京大学）： 

障害と高等教育に関するプラットフォーム事業（PHED）は、大学横断の支援基盤として84校及び約

70企業が参加し、①専門的人材育成（4か月・8領域の「障害学生支援スタンダード」に基づく研修）、

②専門的相談（大学・保護者からの高度案件への調停的支援）、③地域包括連携（大学×企業×自

治体で就労に至る連携設計）、④ATライブラリー（約200製品の無償貸出）を柱に、創成期にある大学

でも実装しやすい「型」を提供している。加えて、初等中等～高等教育を連続させる基盤として、DO-I

T（Diversity, Opportunities, Internetworking and Technology） Japan、教科書デジタルデータ管理機関

（AEMC）、読書バリアフリーの図書館コンソーシアムなど、包括的な活動を展開している。ネットワーク

形成ではAHEAD JAPANとも補完関係を築いているほか、京都大学の高等教育アクセシビリティプラ

ットフォーム（HEAP）とパートナーシップを構築しており、ノウハウのTipsや動画等の共有リソース、お

よび地域ネットワークの拡充・支援技術（AT）に関する取り組みを進めていることが確認された。個別

大学の最適化と並行してプラットフォーム型の推進力を重視し、国内のハブとしての役割を明確にし

ている。 

 

(2) 障害種別に応じた具体的な支援内容（合理的配慮の実践） 

筑波大学： 

「発達・精神」の障害を持つ学生に対し、「困り感」ベースのアセスメントにより、診断書や手帳の有

無に依らず学習上の社会的障壁の有無をアセッサーが判断し、支援ニーズを可視化するプロセスを

とっている。その結果をもとに、履修設計・試験時の配慮とスタディスキル・コーチング（スケジューリン

グ、優先順位付け等）を組み合わせ、面談→調整→フォローアップを周期的に実践し、学生の支援ニ

ーズの変化に対応している。必要に応じて支援機器の体験・貸出も行い、個別の合理的配慮を運用

面から下支えする体制も整備されている。こうしたアセスメント中心の運用は、公式診断が得にくい学

生や制度の未整備な環境でも取りこぼしを防ぐ実装として機能している。 

 
12 FD：ファカルティ・ディベロップメント（Faculty Development）は、教員を対象とした教育力向上の取組、
SD：スタッフ・ディベロップメント（Staff Development）は、職員を対象とした業務能力・支援力向上の取組
を指す。 
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筑波技術大学（聴覚）： 

授業は手話で直接コミュニケーションが可能な専任教員と音声通訳を使用する非常勤教員の体制

を敷いている。学内では学生・教職員向けの手話指導を実施するほか、情報保障のため手書き／PC

文字通訳も併用されている。補聴器の貸出を行うなど機器面の支援も整備されている。具体例とし

て、天久保キャンパスでは主に聴覚障害学生が学んでおり、専任教員による授業は手話等による直

接コミュニケーションを基本としている。一方、非常勤教員の授業においては必要に応じてPC文字通

訳の体制を敷いている。また、希望に応じて学生・教職員向けの手話指導や発音指導を実施するとと

もに、補聴に関する相談支援も行われている。 

また、聴覚障害学生支援の分野では、PEPNet Japan（日本聴覚障害学生高等教育支援ネットワー

ク）が重要な役割を果たしている。同ネットワークは筑波技術大学を拠点として、手話通訳やPC文字

通訳など情報保障に関する専門的な研修や教材の提供、大学間のネットワーク形成、支援ノウハウ

の全国的な共有を行っている。こうした専門支援ネットワークの存在が、各大学の支援体制整備を技

術面・人材面から後押しし、全国的な支援力の底上げにつながっている 

 

筑波技術大学（視覚）： 

視覚障害の学生に対して、点訳や拡大版・電子データ化など教材整備を基軸に、実験・実習での

安全確保を含む環境整備を行っている。「ないものはどうにかする」という考えのもと、現場のニーズ

に柔軟に対応している。入学後にニーズが変化する事例（例：入学時に「全教材の点訳」を希望した

学生が、入学後にテキストリーダー活用を希望する等）にも柔軟に対応し、在学4年間を通じて持続可

能な配慮を見極めることを重視している。 

 

京都大学： 

個々の授業での合理的配慮は、教員の理解と協力を得ながら進める前提で、学内のノウハウを事

例・マニュアル・動画等で共有し理解促進に役立てている。独自の合理的配慮申請書は英語版も準

備されている。 

 

広島大学： 

独自アセスメントシートで学内外に必要な支援に係る情報を共有し、配慮文章として教員へ提供し

ている。近年の精神・発達障害の増加に対応するため、授業内配慮（説明方法の工夫、座席指定、

途中退席の許可、グループワークの調整）や試験時間延長などを組み合わせている。診断や受診が

難しい学生にもヒアリングを重ね、客観資料と併せてアセスメントを実施している。 

 

大阪大学： 

障害者手帳の提出を必須とせず、診断書や心理所見等も活用しつつアセスメントで合理的配慮の

要否を判断する。成績に関わる配慮（試験時間延長・課題期限延長等）は正規ルートで合意形成し、

それ以外はクイックルートで迅速に対応する。 

 

PHED（東京大学）： 

個別大学への伴走支援を実施するにあたり、「社会的障壁」を起点にニーズを捉えるというスタン

スを明確にしており、「医学的アセスメントがないと支援できない」という支援側の誤解や固定概念を

解くことからアプローチする。現場では、PHEDが策定した「障害学生支援スタンダード」を自己点検・

能力開発の基軸とし、小規模校向けに2週間×8領域のモジュールを学ぶ4か月間の研修を実施する

ことで、授業・試験・情報保障・就労連携までの運用スキルを実践的に学ぶ場を提供している。難度
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の高いケースは専門家が介入し、必要に応じてATライブラリーの機器検証・貸出で合理的配慮の実

装を下支えする。学部・大学院段階のみならず、前段（教科書・図書館・読書環境）のアクセシブル化

も含めて学習環境を確保することを目指している。 

 

(3) ピアサポートなど、学生が関わる支援モデル 

筑波大学： 

ピア・チューター制度を整備しており、大学が作成した養成講座の受講有無によってチューター資

格を付与する。謝金や単位付与の仕組みを設けることで学生からの参加を促進し、コーチング／スー

パービジョンにより支援の質を担保している。ピア登録者は170名規模で、学生主体の支援を制度とし

て位置づけている。さらに、JASSO拠点校としての立場から、他大学支援や見学・研修受入、講師派

遣の用意があり、学外への横展開を可能としている。学生主体の関与を制度化するこのモデルは、

専門人材が限られる環境において持続可能な支援体制の核となりうると考えられる。 

 

筑波技術大学： 

学生が地域行政職員向け研修の実施に関わるなど、学外へのアウトリーチを通じてピアの活動領

域を広げている。学内の支援実務と地域社会の学びを循環させる仕組みが、学生の実践力と当事者

理解の深化につながっている。 

 

京都大学： 

学生によるピア支援を「実働部隊」として有効であるとしつつ、大学全体での啓発及び支援体制の

強化を実現するために相談・コーディネーション・環境調整を担う専門職の育成が不可欠であるとの

スタンスをとる。ピアの役割と専門職の役割を明確に分担し、持続可能な運用体制の確立を目指して

いる。 

 

広島大学： 

マイクロソフト社と協働でアクセシビリティリーダー育成プログラムを立ち上げ、のちに文科省予算

を得て29大学参加の協議会へ拡大している。同プログラムの資格制度・キャンプ・研修を通じて人材

を育成し、資格取得後はインターン採用や学生チューター雇用に繋げることで、担い手確保と学生の

成長機会を同時に実現している。多言語対応も進み、20年の継続運用を経てさらなる拡大を見込

む。また、学生向けには一般教養科目「共生社会アクセシビリティ」を提供している。 

 

大阪大学 

学内啓発として新任教員向けFD/SDを実施し、学生向けには一般教養科目「共生社会アクセシビ

リティ」を提供している。教員と学生双方が学び、学内での意識改革と支援体制の強化に繋げてい

る。 

 

PHED（東京大学）： 

PHED自体は大学間プラットフォームとして支援者（教職員・実務者）の育成を主眼に置くが、関連

事業のDO-IT Japanでは小学生〜大学進学までの当事者に伴走し、ロールモデル・メンタリングを通

じて高等教育への移行を支えている。また、国際障害インクルージョンシンポジウム等の公開型プロ

グラムや実践型インターンは、学生が社会と接点を持ちつつ学ぶ場となっている。さらに、障害特性

に応じた超短時間雇用モデルなど、多様な就労形態を自治体・企業と実装することで、通学や健康上

の制約がある学生にも社会との現実的な関わり方を提示している。これらの“学びと社会参加のハ
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ブ”を通じ、各大学のピア支援・学生参画の設計に持ち帰れるリソース（教材・動画・セルフアセスメン

トサイト等）を提供している。 

(4) 米国との比較から見る日本の障害学生支援の現状と課題（インドネシアへの示唆） 

2025年10月21日に開催された「米国AHEAD有識者招聘特別企画」において、米国における障害学生

支援の法的枠組みと運用実態が紹介された。米国では、1973年のリハビリテーション法第504条や1990

年のADA法（障害を持つアメリカ人法）により、障害のある学生に対する支援は「善意」ではなく「法的義

務」として確立されている。合理的配慮の提供にあたっては、大学と学生との対話的プロセス（interactiv

e process）を通じた合意形成が重視され、その記録とプロセスの透明性が、裁判等における判断根拠と

なる。さらに、大学内には支援担当部署が明確に設置され、教職員への継続的な研修も制度的に位置

づけられている。 

これに対し、日本では近年、障害者差別解消法や高等教育機関における合理的配慮の普及が進ん

でいるものの、なお制度化の水準には課題が残る。とりわけ、支援体制の整備や教員研修が個別大学

の裁量に委ねられ、法的義務としての認識が十分に共有されていない点が指摘されている。また、「合

理的配慮」がしばしば「思いやり」や「善意」の延長と受け止められ、制度としての執行力や監視体制が

弱いことも課題である。 

この比較から得られるインドネシアへの示唆は大きい。インドネシアにおいて障害学生支援室（DSU）

を設置・運営する際には、日本のような支援文化の発展プロセスに学びつつも、米国のような制度的・

法的枠組みを初期段階から取り入れることが理想ではある。しかし実際には、制度的インフラ、人材、財

政、大学の自律性といった側面において課題が山積しており、米国型モデルの全面的な導入は容易で

はないと思われる。したがって、制度の完成形として米国の知見を参考にしながらも、現地の実情に即

した段階的アプローチ、すなわちまずは学内での手続きの明確化や、対話的支援プロセスの導入など、

実現可能な部分から着実に進めていくことが現実的であり、持続可能な支援体制構築への第一歩とな

るだろう。 

 

2-3. 卒業後のキャリアパスと企業の取り組み 

(1) 視察企業による障害者支援及び雇用促進の取り組み 

株式会社ミライロは、「バリア（障害）をバリュー（価値）に変える」という企業理念のもと、法人・自治体

向けのユニバーサルデザイン（UD）ソリューション提供と、当事者向けデジタルプラットフォーム「ミライロI

D」の運営を中核事業として展開している。同社のサービスは採用・定着の個別施策にとどまらず、企業

側の受け入れ能力を底上げする外部機能（研修・情報保障・Webアクセシビリティ・ユニバーサルデザイ

ン監修等）と、当事者と企業をつなぐデジタル基盤（ミライロID）を併走させている点にある。ユニバーサ

ルマナー研修（3級〜1級）や改正障害者差別解消法に関する研修、手話／文字通訳の提供、Webアク

セシビリティ診断、施設・設備やサイン計画の監修といったメニューを通じて、雇用現場で必要となる合

理的配慮の実装力を企業側に移転している。これらは単発の啓発にとどまらず、運用へ組み込める仕

様で提供されていることが特徴である。 

 

表2：株式会社ミライロの主なサービス一覧13 

デジタル障害者手帳ミライロID 障害者手帳をスマホに登録して表示できるデジタル手帳アプリ 

ユニバーサルマナー検定 
障害者・高齢者・多様な利用者への接し方を学ぶ検定・研修制

度 

 
13 株式会社ミライロウェブサイトを参照のうえ調査チームが作成、https://www.mirairo.co.jp/pagecorporateservi
ces（2025年9月28日に閲覧） 
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ミライロ・コネクト 
聞こえない・聞こえにくい人とのコミュニケーション支援（手話通

訳、文字通訳など）を提供 

ミライロ・リサーチ 調査サービス、当事者視点のモニタリング・データ収集 

ユニバーサルデザイン監修・調査 
製品、施設、サービスにおけるUD（ユニバーサルデザイン）に関

する監修と調査 

手話・文字通訳派遣サービス コミュニケーションバリアを解消する通訳・情報保障 

バリアフリーガイド・マップ制作 障害者や高齢者が利用しやすい施設案内マップ・ガイドの制作 

 

特にデジタル障害者手帳「ミライロID」は、当事者の負担（本人情報の過度な提示や紙手帳の劣化・

多様な規格等）と、企業側の確認・管理負担の双方を軽減する仕組みとして運用されている。ユーザー

数は50万人超に達し、プラットフォーム上で割引・販売・情報配信などの機能を連携させることで、企業

のダイレクトリーチと当事者の利便性向上を同時に実現している。さらに、NECの社員IDと連携して雇用

状況の「ロクイチ報告14」を効率化するユースケースが示され、雇用管理のバックエンドまで視野に入れ

たデータ連携の具体像が確認できた。 

教育・社会との接点づくりも、雇用の実際に資する要素である。例として、上智大学が新入生必修で

ユニバーサルマナー検定3級の受験を導入しており、学生側・受け入れ側双方のマインド形成に資する

事例が確認された。また、ミライロは手話通訳サービスの提供や、インバウンドを見据えた海外在住者

によるミライロIDの活用にも取り組む意向を示している。これらの環境・情報・意識の三側面にまたがる

施策は、採用前後のコミュニケーション障壁を下げ、配慮実務を「見える化」することで、定着支援の下

支えとなる。 

ミライロは①企業の受け入れスキルの育成（研修・診断・監修・情報保障）、②当事者の手帳・属性情

報の円滑な提示と企業システム連携（ミライロID）、③教育現場・地域・企業を跨いだ実装（検定・通訳・

アクセシビリティ整備）を組み合わせ、雇用の入口（採用）から定着・活躍のプロセスを一体で支える事

業モデルを構築している。このモデルは、大学が企業と連携して就労支援を具体化する際（例：見学・研

修受入、講義提供、現場観察）にも転用可能であり、卒業後のキャリアパスを見据えた実践的な協働先

として位置づけられる。 

 

(2) 大学と企業の連携による就労支援 

本調査では、就労移行の要所で大学と企業間の情報共有と合意形成を支える仕組みが機能してい

ることが確認された。広島大学は、独自のアセスメントシートを作成して本人同意のもと学外先へ共有

し、授業運営では個別の「配慮文章」を教員に提示して調整する運用をとっている。これにより、学外実

習や受入先との調整を具体化し、他学生の公平性に関する懸念が生じた際にはセンターがフォローし

て合意形成を図っている。さらに、大学内に閉じず企業まで巻き込むネットワークを重視し、社会との接

続において企業との対話が不可欠であると整理している。 

また、京都大学はHEAPを通じ、ガイドラインや様式を公開し、編集可能な形式で共有している。これ

は、配慮の説明様式や合意手続きのひな形として他大学でも活用可能であり、学外先と共有する際の

文書の互換性を高める土台となる。 

一方、企業側の受け入れ能力の強化に関しては、ユニバーサルデザインの研修やWebアクセシビリ

ティ改善、情報保障、デジタル手帳（ミライロID）といった外部支援の活用可能性が示されている。ユニ

 
14 企業が障害者の雇用状況を国に報告する制度の通称。 正式名称は「障害者雇用状況報告書」。「障害者の雇
用の促進等に関する法律」に基づいて、すべての対象企業に義務付けられている。 
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バーサルマナー研修の実施やミライロID／ミライロ・リサーチに関する講義提供といったビジネスセクタ

ーとの具体的な連携が確認されており、修学から就労へと続く「卒業後の出口」を見据えた支援の重要

性が改めて示された。 

 

【総括：国内好事例の発掘及び海外展開への示唆】 

今回の国内調査から、改正障害者差別解消法・基本方針に基づく合理的配慮の履行体制が全国の

大学で進展していることが確認できた。JASSOが実態調査・人材育成・拠点校ネットワークを通じて標準

化と能力形成を下支えし、各大学は支援室の設置、アセスメントの制度化、合理的配慮決定の手続きを

整備することにより、障害学生のニーズに即した支援を提供する努力をしている。財源面では基盤的補

助と選定型配分、委託事業を組み合わせる仕組みが機能し、機器・人件費等の確保に資している。日

本の特徴として、障害種別では精神・発達障害が多数を占めており、各大学は障害特性を考慮した上

で、診断書の有無に依存しない評価と授業運用の工夫で学修上の障壁を軽減している。筑波・筑波技

術・京都・広島・大阪・PHEDに見られるモデルは、地域・産業との連携、ピア支援の制度化、共有リソー

スの外部提供を中核に据え、全国展開を見据えた具体的なノウハウを提示している。加えて、ミライロを

はじめとする民間企業による障害分野における取り組みは、障害者と事業者をつなぐ橋渡しの役割を

果たし、障害学生の就労支援及び社会全体の障害理解促進・意識改革に貢献している。 

つまり、日本の強みは「法的根拠＋標準化プラットフォーム＋大学実装モデル＋産業連携」という重

層構造にあり、海外展開する際には制度設計・構築、人材・仕組みの移転、社会全体の意識改革を一

体で支援することが有効と考えられる。 
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第3章 インドネシアにおける障害学生支援の現状と課題 

3-1. 国の制度・政策と関係機関の役割 

(1) インドネシアの概況 

 

表3：インドネシアの基礎的社会経済指標 

1人当たりGDP 4960米ドル 2024年 

失業率（全体） 4.91% 2024年8月 

保健医療（対GDP） 3.4% 2021年 

教育（対GDP） 3.4％ 2022年 

社会福祉（対GDP） 1.1％ 2022年 

総人口 2億8160万人 2024年予測 

平均寿命（全体） 72.39歳 2024年 

教育制度 

初等教育 6年間   

義務教育年数 7歳から15歳（9年間）   

就学率 

初等教育（全体） 99.16% 2023年 

中等教育（全体） 96.1% 2023年 

高等教育（全体） 28.96% 2023年 

出典：1）中央統計局 (BPS)、２）財務省、３）国家開発計画省、４）世界銀行、５）UNESCO、６）アジア開発銀行 

 

インドネシアは、堅調な経済成長を背景に一人当たりGDPが約4,960米ドル（2024年）に達し、ASEAN

主要国の一つとなっている。人口は2億8千万人を超え、平均寿命も72歳を超えるなど、国民生活の基

盤は着実に向上している。教育面では、義務教育は9年間である一方、高等教育への進学率（約29%）

は依然として大きな課題となっている。また、社会保障や医療への公的支出は対GDP比でそれぞれ1.

1%、3.4%と発展段階にあり、貧困削減は引き続き重要な政策課題である。 

インドネシアの社会福祉への公的支出は対GDP比1.1%（2022年）であり、日本の約25%（2022年度）15と

いう成熟した皆保険・皆年金制度とは比べて脆弱と言える。タイの社会保護支出は約2.1%（2023年）16、

ベトナムも同様に制度拡充を進めている段階にあり、インドネシアはこれらの国々と共に、将来の高齢

化を見据えた社会保障制度の設計が重要な課題となっている。 

教育への公的支出は対GDP比3.4%（2022年）であり、日本の約3.0%（2020年度）17、ベトナムの約2.9%

（2022年）18やタイの約2.5%（2023年）19と比較しても大きな差はない。また義務教育は9年間と、日本やタ

イ、ベトナムとほぼ同水準である。他方、高等教育への総就学率は約29%（2023年）に留まっており、タイ

 
15 国立社会保障・人口問題研究所 
16 OECDの報告書「Financing Social Protection through General Tax Revenues, Social Security Contributions an
d Formalisation in Thailand」 
17 OECD (経済協力開発機構)Education at a Glance 
18 UNESCO (国際連合教育科学文化機関) 
19 UNESCO (国際連合教育科学文化機関) https://www.google.com/search?q=UNESCO%E3%81%AE%E3%83%
87%E3%83%BC%E3%82%BF%E3%82%92%E5%9F%BA%E3%81%AB%E3%81%97%E3%81%9FTheGlobal
Economy.com 
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（約49%）や日本（約64%）と比較すると大きな差が見られ、国の発展のためには、高等教育へのアクセス

をさらに拡大していくことが求められている。 

保健医療への公的支出は対GDP比3.4%（2021年）で、タイの約5.4%（2022年）20やベトナムの約4.6%（20

22年）21と比較するとやや低い水準にあるが、日本の約11.1%（2023年）22と比べるとその差は大きい。国

民皆保険制度（BPJS）の導入で医療アクセスは改善したものの、平均寿命は約72歳（2024年）と、タイ

（約79歳）や日本（約84歳）に比べてまだ短く、広大な国土における医療サービスの質の向上とアクセス

格差の是正が今後の鍵となっている。 

 

(2) 障害者に関する主な法律とその実施状況 

 

表4：インドネシアの主な障害関連法 

法律名 障害者に関する2016年法律第8号 

Law No. 8 of 2016 Concerning Persons with Disabilities 

概要 障害者のための包括的な権利と保護を規定。障害者基本法。 

国家の責務、障害者手帳 (disability identification and access card) 、 障害者団体

への支援などを定めている。また、高等教育機関における障害者支援サービスユ

ニット（DSU）23の設置を義務づけており、教育への平等なアクセスを制度的に保障

している。 

法律名 国民教育制度に関する2003年法律第20号 

Law No. 20 of 2003 on the National Education System 

概要 障害を持つ人々の教育を受ける権利を保障する（第5条） 

法律名 雇用に関する2003年法律第13号 

Law No. 13 of 2003 on Employment 

概要 障害を持つ人々の雇用と訓練について規定。雇用者は障害を理由として就労機会

や労働者の権利を区別してはならない。国有企業を含む公共部門での障害者雇用

について、最低2% の雇用枠を設定。 

法律名 雇用創出に関する2023年法律第6号 

Law No. 6 of 2023, Job Creation Law 

概要 障害を持つ人々の権利と合理的配慮について規定する具体的な条項を含む。 

出典：Pijar財団報告書とJICAインドネシア国別情報から調査チームが作成 

 

2016年4月15日に施行されたインドネシアの「障害者に関する法律（2016年法律第8号）」は、同国の

障害者政策における歴史的な転換点となった。従来の慈善・医療モデルから人権ベースのアプローチ

へと大きく舵を切り、障害者を権利の主体として位置づけ、その尊厳と権利の保障を国家の義務と定め

られている。本法は、国連の障害者権利条約（CRPD）の批准（2011年）を国内法に反映させたものであ

り、教育、保健、雇用、アクセシビリティ、政治参加など22項目にわたる障害者の権利を包括的に保障し

 
20 世界保健機関（WHO）のGlobal Health Expenditure Database 
21 世界銀行 (The World Bank) TheGlobalEconomy.com 
22 OECD (経済協力開発機構)OECD Data Explorer 
23 高等教育機関においては2016年法律第8号により設置が義務付けられている。また、地方自治体には同法第42条に

基づきインクルーシブ教育支援のためのULD設置を促進する責務があり、さらに雇用分野では政府規則第60号（2020

年）により地方労働局内での設置が制度化されている。 
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ている。法律の実効性を確保するため、複数の重要な派生法規が以下のように制定されている。これら

は、法律の理念を具体的な政策に落とし込むための重要な基盤となっている。 

 

【派生法規例】 

① 政府規則第70/2019号: 障害者の権利の尊重、保護、充足に関する計画、実施、評価の枠組み

を定めている。これにより、中央政府は「障害者に関する国家行動計画（Rencana Aksi Nasional 

Penyandang Disabilitas - RAN PD）」、地方政府は「地方行動計画（Rencana Aksi Daerah - RAD 

PD）」の策定が義務付けられた。 

② 政府規則第60/2020号: 雇用分野における「障害者サービスユニット（Unit Layanan Disabilitas - 

ULD）」の設立を規定した。これは、障害を持つ求職者への情報提供、カウンセリング、職業訓練、

就職斡旋などをワンストップで担う機関として、地方の労働局内に設置が進められている。 

③ 政府規則第13/2020号: 教育分野における合理的配慮の提供について定めており、インクルー

シブ教育の推進を目指している24。 

 

これらの法律や派生規則の成果として、一部の地方自治体では先進的な取り組みが見られる。 

(ア) 障害者サービスユニット（ULD）の設立: 中部ジャワ州ボヨラリ県やリアウ州ペカンバル市など、一

部の地域でULDが設立され、障害者のための職業訓練や就職支援プログラムを実施している。 

(イ) 地方行動計画（RAD PD）の策定: アチェ州や東ヌサ・トゥンガラ州などの州政府が、障害者団体

や関係機関と連携し、地域の実情に合わせた行動計画の策定を進めている。 

(ウ) インクルーシブ防災: 世界銀行やJICAなどの支援を受け、災害リスク管理計画に障害者の視点

を取り入れ、避難所のバリアフリー化や情報伝達方法の改善に取り組む地域も出てきている25。 

 

また障害者当事者団体（DPO）の活動も活発化した。政策決定プロセスへの参加、アドボカシー活

動、法律の実施状況のモニタリングなど、政府に対する重要なカウンターパートとしての役割を担ってい

ると言われている。 

一方で、法律の理念と現場での実施状況には、依然として大きな隔たりが存在する。2022年10月に

発行された国連障害者権利委員会の総括所見でも以下のような指摘がある。 

インドネシア政府の2016年障害者法や関連法規の制定など、法整備に対して一定の評価があるもの

の、その実施面に深刻な懸念が示されている。全体的な課題として、法律に残る差別的用語、実施を担

う調整メカニズムの欠如、障害当事者の意思決定への参加不足などが指摘され、法改正と実効性のあ

る実施体制の構築が勧告されている。 

教育分野では、インクルーシブ教育の遅れに加え、教材や教員の不足が深刻な課題となっている。こ

うした状況を踏まえ、具体的な国家戦略の策定と、すべての教育段階における「障害者サービスユニッ

ト」の設置による支援体制の確立が強く求められている。 

現在も、障害のある子どもは特別支援学校や特別支援学級など分離された環境で教育を受けること

が主流であり、一般の教育制度への平等なアクセスを保障する仕組みが欠如している。さらに、点字や

 
24 インドネシア政府規則（Peraturan Pemerintah: PP）：PP No. 70/2019 (Rencana, Penyelenggaraan, dan Eva
luasi Penghormatan, Pelindungan, dan Pemenuhan Hak Penyandang Disabilitas)、PP No. 60/2020 (Unit Layana
n Disabilitas Bidang Ketenagakerjaan)、PP No. 13/2020 (Akomodasi yang Layak untuk Peserta Didik Penyanda
ng Disabilitas)  
https://peraturan.bpk.go.id/ (2025年9月30日観覧） 
25 Replies of Indonesia to the list of issues in relation to its initial report* Convention on the Rights of Persons with 
Disabilit - 国連CRPD委員会  
https://docs.un.org/en/CRPD/C/IDN/RQ/ (2025年9月30日観覧） 

https://docs.un.org/en/CRPD/C/IDN/RQ/
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手話といったアクセシブルな教材や、専門的な知識を持つ教員といった教育資源は、特に農村部や遠

隔地で著しく不足している。 

こうした課題を踏まえ、勧告ではまず、明確な目標・スケジュール・予算を伴う実効性あるインクルー

シブ教育の国家戦略を策定することが求められている。加えて、すべての地域・教育段階に「障害者サ

ービスユニット」を設置し、アクセシブルな教材の提供や、教員への手話・点字研修を強化することで、

全国的な支援体制を構築することが重要であるとされている。 

また、ハンセン病を理由に子どもが退学を強いられる差別事例が報告されていることを受け、こうした

偏見や誤情報に対処する政策を策定し、影響を受ける子どもたちの就学を確保することも強く勧告され

ている。 

雇用分野では、公的部門における障害者雇用義務（2％）の未達成や、職場における物理的・意識的

な障壁が大きな課題となっている。そのため、雇用義務の履行促進、障壁の撤廃、採用時の差別的規

定の是正などが勧告されている。 

主な懸念事項として、まず、公的部門で定められた2％の障害者雇用義務が、特に知的障害や心理

社会的障害のある人々に対して十分に実施されていない点が挙げられる。加えて、雇用主の否定的な

態度、職場や交通機関の物理的バリア、情報のアクセシビリティ不足など、意識面・物理面・環境面にお

ける多様な障壁が依然として存在していることも指摘されている。 

さらに、就職時に精神保健証明書の提出を義務付ける法律の規定は、特に心理社会的障害のある

人々の雇用機会を不当に制限する差別的な制度として問題視されている。 

こうした課題を踏まえ、勧告ではまず、公的部門における2％の障害者雇用義務の実施を加速させる

とともに、採用や昇進の過程での差別を撤廃するための具体的な措置を講じることが求められている。

あわせて、雇用へのアクセスを妨げる意識面・物理面・情報面の障壁を除去するための包括的な対策

を採択することも重要であるとされている。さらに、精神保健証明書の提出を義務付ける法律の規定を

撤廃し、すべての採用プロセスにおいて無差別の基準を適用するよう、法改正を行うべきであると勧告

されている。 

その他の重要な課題として、法的保護とアクセシビリティの不備が指摘されている26。 

まず、障害者の権利に関する法的保護は、法律第8号によって制度上は明文化されているものの、そ

の実施は依然として不十分である。法制度には抑圧的な側面も残っており、障害者の権利が実際に保

障されるには至っていない。政府は、権利の尊重・保護・充足を実効的に進めるため、必要な予算と制

度整備を確保することが求められている。 

また、公共交通機関、政府庁舎、学校、病院、歩道といった物理的インフラのバリアフリー化は著しく

遅れている。さらに、ウェブサイトや公式情報、放送における情報アクセシビリティも不十分であり、手話

通訳、字幕、読み上げ機能といった支援が広く整備されていない現状がある。これらの遅れは、障害者

の社会参加や基本的サービスへのアクセスを著しく制限している。 

 

 
26 Implementation of Law Number 8 of 2016 concerning Legal Protection and Fulfillment of the Rights of Persons 
with Disabilities in Indonesia (2025年9月30日観覧） 
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(3) 国家障害者委員会（KND）および関係省庁の役割と課題 

 

表5：国家障害者委員会（KND）および関係省庁の役割 

機関名 概要 

国家障害者委員会(Komisi Nas

ional Disabilitas - KND)27 

障害者関連問題の監視・評価、計画、管理において戦略的な役割

を担う。評価結果に基づき政策提言も行う。 

委員長・副委員長・委員の計7人、障害者代表と学者・専門家など

で構成されている。 

社会問題省（Ministry of Social 

Affairs） 

社会省は女性、高齢者、ストリートチルドレン、障害者 

等への社会扶助・社会福祉を所掌しており、 障害分野 

のフォーカル・ポイントとして重要な役割を担っている。社会省の

主たる役割は以下の三つとなる。 

·         障害に関する開発 支援政策の策定 

·         障害に関する開発 支援プログラムの実施・改善 

·         上記 実施の際の関連機関間の調整 

省内では社会リハビリテーション局が障害分野を担当している。 

高等教育・科学技術省（Ministr

y of Higher Education, Scienc

e, and Technology） 

高等教育におけるインクルーシブ教育や、障害を持つ学生への合

理的配慮に関する規制を担当している。 

障害児教育について、初等・中等教育総局の下にある特別教育

／特別支援教育開発局が担当している。 

労働省（Ministry of Manpower） 雇用分野における障害者関連の法律や、DSUの設置に関するガ

イドラインなどを管轄している。 

障害者サービスユニット（Unit 

Layanan Disabilitas - ULD）28 

2016年法律第8号に基づき、すべての高等教育機関はULDの設

立を促進することが義務付けられている（1部の大学では、障害者

サービスセンター（Pusat Layanan Disabilitas - PLD）となってい

る） 

 2020年政府規則第60号で雇用分野のULDを規定。インクルーシ

ブ採用、合理的配慮の提供などを担当している。 
出典：Pijar財団報告書とJICAインドネシア国別情報から調査チームが作成 

 

インドネシアの障害関連行政は、社会問題省がフォーカル・ポイントとして政策策定やプログラム実

施、関係機関の調整といった中心的役割を担っている。分野別の担当として、高等教育・科学技術省が

インクルーシブ教育を、労働省が雇用分野をそれぞれ管轄している。また、独立機関として国家障害者

委員会（KND）が障害者問題の監視・評価や政策提言を行い、各高等教育機関や雇用分野には、合理

的配慮の提供などを具体的に担う障害者サービスユニット（ULD）の設置が法律で義務付けられてい

る。 

今回、調査チームは、国家障害者委員会（KND）、高等教育・科学技術省、人間開発文化調整省を訪

問しヒアリングを行った。その内容を以下に記載する。 

 

① インドネシア国家障害者委員会（Komite Nasional Disabilitas: KND） 

今回は、委員長と面会し、KNDの具体的な活動、高等教育機関における障害学生の現状と課題、プ

ロジェクトとの連携可能性などについて、意見交換を行った。 

 
27 2016年法律第8号に基づいて設立され、障害者問題を担当する中心的な機関 、組織構造、任務、機能、および
業務手順は、2020年大統領規則第68号で規定している。 
28 インドネシアの法的文書には、Unit Layanan Disabilitas (ULD）と表記されているため、ここではULD表

記としたが、本文書におけるDSU（Disability Support Unit・障害学生支援室）と同じものを意味している。 
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国家障害者委員会（KND）は、2021年に設立された独立機関であり、障害者権利条約に関するインド

ネシア政府の責務を担う。その活動は、障害者の権利擁護、関連プログラムの実施、モニタリング・評価、

他組織との協力支援の4領域に大別される。具体的な権限として、モニタリング結果に基づき中央およ

び地方政府へ政策提言を行う。組織的には、アドボカシー、モニタリング、報告・苦情対応、データ収集

などを担う4部門と、教育や保健などを所掌する基礎的権利ワーキンググループを含む4つのタスクフォ

ースが設置されている。また、障害当事者からの相談を受け付け、大学との交渉など直接的な権利擁

護活動も行うコンタクトセンターを運営している。 

KNDは、多くの大学における障害学生の受け入れが形式的であることを問題視していた。多くの大学

は自身をインクルーシブと称しながら、実際には特定の障害を理由に入学を制限する差別的慣行が残

っている。また、入学後の支援体制も不十分であり、手話通訳などの合理的配慮や、障害学生への指

導経験を持つ教員が不足している。その結果、多くの学生が中途退学を余儀なくされている。これに対

しKNDは、大学のインクルーシブ教育の実施状況を「構造」「プロセス」「成果」の3指標で評価するモニタ

リング戦略を策定しており、規則を遵守しない大学に対しては、警告から認可取り消しに至る段階的な

措置を政府に提言する方針である。 

KNDは、本プロジェクト、特に準備や啓発の段階における協力に強い関心を表明した。プロジェクトの

パイロット校選定に関しては、インドネシアの西部、中部、東部の各地域から対象大学を選ぶことで、全

国的なモデルケースを構築できるとの具体的な助言もあった。協力事例としてバンドン工科大学やウダ

ヤナ大学などを挙げ、KNDが直接大学選定を担うことや、教育省と協議する方法も有効と助言された。

さらに、海外大学との協働を希望しているリパリャ大学の紹介を申し出るなど、KNDが有するネットワー

クを活用し、プロジェクトの対象大学選定や連携構築において積極的に協力する姿勢を示した。 

また、参考として、KNDが抱える３つの課題が指摘された。第一に、インドネシアでは障害者委員会は

国家レベルにのみ設置されており、地方レベルには存在しないため29、地域の実情に合わせてきめ細か

く実施・監視する上での体制的な限界があること。第二に、委員は他省庁などの職務を兼任している人

もおり、常時オフィスで活動していないこと。これは、迅速かつ集中的な意思決定や活動の展開におけ

る制約となっている。第三に、KNDが策定した戦略計画は、まだ省庁レベルでは適用されておらず、現

在は基盤整備の段階にあること。省庁への本格的な提言や働きかけはこれからであり、政策実施を促

す影響力はまだ限定的である。 

 

② 高等教育・科学技術省 

高等教育・科学技術省は、インドネシアの大学における障害学生支援を所管し、複数の支援プログラ

ムを実施している。主な活動として、障害学生支援に関する教員向け研修の実施や、人材育成と施設

整備を含むガイドラインの作成に取り組んでいる。また、各大学からの報告に基づき、障害学生に関す

る統計データを収集（インクルーシブ高等教育情報ポータル）する体制も有している。その結果、物理的

な環境整備（バリアフリー化など）においては一定の進展が見られるものの、全体としてはまだ発展途上

の段階にある。 

同省が認識する課題は多岐にわたる。最大の課題は、政策と大学現場の実践との間に大きな乖離

が存在することである。DSUの設置は、トップ大学を含め全国約4,000校のうち100校程度30に留まってお

り、制度が全く普及していない。大学側は予算、インフラ、専門人材の深刻な不足に直面しており、DSU

設置の障壁となっている。省自身のプログラムも予算不足で未実施の事業があるほか、多様な関係者

の意見集約が難航し、実効性のあるガイドライン策定が進まないという課題も抱えている。特に、障害

 
29 例えば、タイでは中央・課題別（物理・情報・教育・労働など）・地方自治体に委員会が設置される3重構造になってお

り、またモンゴルでも中央・各省庁・各地方自治体の3重構造になっているが、インドネシアは中央にのみ委員会が設置さ

れている。 
30 情報源により本報告書内でも校数は異なるが、概ね100〜128校となっている。 
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学生に対応できる能力を持つ教員が決定的に不足している点が、支援の質の向上を妨げる根本的な

問題であると認識されている。 

同省は本プロジェクトに対し、「是非協働したい」と肯定的かつ明確な協力意向を示した。プロジェクト

を通じて、より多くの大学が障害学生を適切に受け入れられる持続可能なシステムが構築されることへ

の強い期待を表明した。特に、日本では障害学生の半数を占める精神・発達障害に関する日本の先進

事例（東京大学のアセスメントシステムなど）に高い関心を示した。ガイドライン整備や意見交換の場の

重要性についても、プロジェクト側と認識が一致しており、インドネシアの障害学生支援体制を構築して

いく上で、不可欠なパートナーとなることが期待される。 

 

【障害学生に関する統計情報】 

（出典：高等教育・科学技術省「インクルーシブ高等教育情報ポータル」） 

調査開始当初、インドネシアにおける障害学生に関する統計情報は十分に入手できなかった。しか

し、高等教育・科学技術省は2022年から、「インクルーシブ高等教育情報ポータル31」というウェブサイト

を通じて、関連情報を集約・公開していた。本データは、同省が大学に対して実施したアンケート調査の

回答に基づいて収集されたものである。以下に、本ポータルから得られた障害学生に関する主要な情

報を整理する。 

本ポータルによると、障害学生が在籍しているインドネシアの高等教育機関は274校であり、そのうち

DSUを設置しているのは112校である。また、71校については、在籍する障害学生の障害種別および所

属学科に関する情報が掲載されていたため、調査チームでこれを集計・整理したところ、以下のような

結果となった。 

71校に在籍する障害学生数は合計220名である。その内訳を見ると、視覚障害の学生が最も多く61

名（27.7％）を占めている。次いで、身体障害が54名（24.5％）、聴覚障害が48名（21.8％）であり、この3

障害種別で合計163名となり、全体の約74.4％を占めている。 

その他の障害種別では、自閉症を含む発達障害の学生が24名（10.9％）、知的障害が16名（7.7％）、精

神障害が12名（5.5％）である。これらの結果から、インドネシアの大学には、発達障害、知的障害、精神

障害のある学生も一定数在籍していることが確認された。 

 

 
図4：在籍学生の障害種別分布 

 
31 https://ptinklusif.kemdiktisaintek.go.id/ （2025年9月27日に閲覧） 
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出典：インクルーシブ高等教育情報ポータルから調査チームが作成 

 

次に、障害学生が所属する学部だが、最も多いのが教育学系で74名の障害学生が在籍している。次

いで、社会科学系34名、芸術・デザイン系29名、人文科学系25名、理工学系24名となっている。教育学

系には視覚・聴覚・身体障害学生が平均して多く、社会科学系は視覚と身体、芸術・デザイン系に聴覚

障害学生が多くなっている。障害学生や障害者団体に対するヒアリングでは、障害学生は希望する学

部への入学が許可されず、仕方なく他の学部を選択する事例があるということだったが、統計上は、多

様な学部で障害学生が学んでいることが確認できた。 

 

表6：障害学生の障害種別と所属学部 

障害種別 
社会科

学系 

人文科

学系 

理工

学系 

情報科

学系 

教育

学系 

医学・

保健系 

芸術・

デザイ

ン系 

その他 合計 

視覚障害 11 12 1 3 25 5 2 2 61 

聴覚障害 2 4 4 3 18 1 15 1 48 

身体障害 13 4 7 6 16 4 4  54 

知的障害 3 2 3 2 4 2 1  17 

発達障害 (自閉症等) 2 3 3 1 7 1 7  24 

精神障害 3  5  2 2   12 

その他   1  2 1   4 

合計 34 25 24 15 74 16 29 3 220 

出典：インクルーシブ高等教育情報ポータルから調査チームが作成 

 

71校のうち、障害学生が10名以上在籍している大学は9校存在した。これら9校に所属する障害学生

の総数は153名であり、全体の約70％が上位9校に集中していることになる。最も在籍者数が多いのは

スラバヤ国立大学で31名、次いでジャカルタ国立大学が23名であった。 

一方、省のアンケート調査に回答していない大学については情報が得られていないため、これらの数

値がインドネシア全体の障害学生数を正確に反映しているとは言い難い。たとえば、今回訪問したスナ

ン・カリジャガ大学では、98名の障害学生が在籍し、DSUも設置されているが、この大学の情報は本ポ

ータルには含まれていなかった。 

 

表7：10名以上の障害学生が確認できた大学と障害学生数、学科数 

 大学名 障害学生数 学科数 

1 アイルランガ大学（Cムリョレホキャンパス） 21 15 

2 Ibn Khaldun University Bogor 12 7 

3 ランブン・マンクラット大学 17 12 

4 ジャカルタ国立大学 23 22 

5 マラン国立大学 10 7 
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6 スラバヤ国立大学 31 22 

7 ジョグジャカルタ国立大学 16 13 

8 パムラン大学 11 9 

9 インドネシア教育大学 12 10 

 合計 153  

          出典：インクルーシブ高等教育情報ポータルから調査チームが作成 

 

また本ポータルには以下の10種類の障害種別が解説されており、高等教育・科学技術省として、これ

ら10の障害種別に基づき、データ収集をしていると考えられる。 

① 視覚障害者 

② 聴覚障害 

③ 身体障害 

④ 知的障害 

⑤ 感情および行動障害 

⑥ コミュニケーション障害 

⑦ 精神障害 

⑧ 注意欠陥多動性障害 

⑨ 特定の学習障害 

⑩ 自閉症スペクトラム障害（ASD） 

 

③ 人間開発文化調整省（Coordinating Ministry for Human Development and Cultural Affairs） 

人間開発文化調整省は、インドネシアの省庁間の政策を調整・統合・管理する司令塔としての役割を

担っている。高等教育分野においては、高等教育・科学技術省や宗教省など複数の省庁にまたがる大

学政策の全体調整を所掌している。現在、28県を対象とする9段階の国家戦略を策定中である。2023年

から新たなフラッグシッププログラム「Unguul Education」を開始し、才能ある子どもの教育に加え、障害

を持つ学生を含む「マージナル教育（marginalized education）」を重点分野として明確に位置づけている。

これは、政府全体として障害学生支援に注力する方針を示している。 

同省は、最大の課題は、政策の「実施（implementation）」であると明確に認識している。高等教育分

野では、DSUの導入が少なく、また、大学が入学段階で障害学生の願書受理をためらう、入学後も奨学

金や寮の利用で不平等な扱いを受ける、卒業後の就労支援が不足しているといった、学生が直面する

一連の障壁も深刻な課題と認識している。さらに、約990万人（20.31％）の若者（15歳〜24歳）がNEET

（Not in Education, Employment, Training、教育、雇用、訓練のいずれにも属さない）状態にあることも、

同省が取り組むべき国家的な人材開発上の大きな課題となっている。 

同省は本プロジェクトに対し、高い関心と協力の可能性を示した。省の重点施策である「Unguul Educa

tion」プログラムに障害学生支援が含まれていることから、プロジェクトの目的は同省の方針と合致する

と述べた。具体的な協力分野として、政策形成、キャパシティビルディング、社会の意識啓発キャンペー

ンを挙げており、日本の事例を参考にしながら、①規則の改正、②規則の実施、③日本のDSUモデルの

適用を進めることに意欲を見せた。さらに、協働対象大学の選定に資する「障害学生が在籍する大学の

リスト」の提供を申し出るなど、具体的な支援も表明した。同省は省庁間の調整役を担うため、本プロジ

ェクトが同省と連携することは、高等教育・科学技術省や宗教省など複数の関係省庁を横断した、より

実効性の高い制度構築につながる可能性を示している。 
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3-2. 大学におけるDSUの現状と先進事例 

調査チームは、今回の調査で以下の大学を訪問し、DSUの現状と課題をヒアリングした。以下に各大

学の調査結果を記載する。 

(1) Jakarta State University(UNJ)（ジャカルタ国立大学） 

(2) UNU Yogyakarta（ナフダトゥル・ウラマー大学ジョグジャカルタ校） 

(3) UIN Sunan Kalijaga大学（スナン・カリジャガ大学） 

 

(1) ジャカルタ国立大学（UNJ） 

ジャカルタ国立大学のDSUは、2017年に障害者法（2016年法律第8号）に準拠して設置された、インド

ネシアにおける先駆的な組織の一つである。DSU設置大学が国内に128校32しかない中、他大学へ助言

を行う指導的役割を担い、国際事例を盛り込んだ独自のガイドラインを作成するなど、国全体のDSU設

置促進にも貢献している。 

その支援体制は、障害学生の受け入れから卒業後のキャリアまで一貫しており、入学試験の段階か

ら特徴が見られる。障害学生専用の入学プログラムを設け、保護者からも家庭での様子をヒアリングす

るなど、入学当初から個別の支援計画を策定している。これまで身体、視覚、自閉症など多様な障害の

ある学生160名を受け入れた実績を持つ。ちなみに、高等教育・科学技術省のポータルサイトでは23名

の障害学生が在籍している。 

学内では、学生ボランティアや教員向けの手話クラスを開講するほか、ユニバーサルデザイン学習の

導入、聴覚障害学生への文字情報の音声化、少人数指導に利用できる「マイクロティーチング・ルーム」

の提供など、多岐にわたる合理的配慮を実践している。また、ピアサポート体制を構築しており、約60名

の学生ボランティアがアドボカシーや広報などの部門に分かれて組織的に活動し、障害学生の学習や

移動を支援している。 

キャリア支援にも注力しており、過去には日本財団の助成によるキャリア移行プログラムを実施した

ほか、卒業予定の学生を対象に自立を促す研修も計画している。さらに、鹿児島大学と連携した教員研

修の実績や、他大学とのコンソーシアム形成など、国内外の機関と積極的に連携し、常に支援の質の

向上を図っている。これらの活動は、同大学が障害学生一人ひとりに対して、学修機会の提供のみなら

ず、社会への円滑な移行までを見据えた包括的な支援を組織的に実現していることを示している。 

同大学のDSUは先進的な取り組みを実践する一方、いくつかの課題に直面している。最大の課題とし

て、学内外の社会的関係を調整する「コーディネーター」としての役割を、いかに効果的に果たすかが挙

げられた。これは、障害学生支援を学内だけでなく、より広い社会との連携の中に位置づけていく上で

の組織的な難しさを示唆している。また、物理的なリソース不足も深刻であり、支援に必要な設備の不

足と、専門知識を持つ教員の不足が活動の制約となっている。さらに、入学後に授業についていけず中

途退学に至る学生が多数存在することも問題視されており、学力や環境への適応を支える、より踏み込

んだ支援の必要性が示されている。 

同大学は、本プロジェクトとの協力に非常に肯定的であった。特に日本との連携に強い期待を示し

た。DSUの責任者は、合理的配慮への理解促進や日本の進んだバリアフリー環境をインドネシアでも実

現したいとの意欲を表明した。既に同大学が作成中のDSU設置ガイドラインには日本の事例が盛り込ま

れており、本プロジェクトが提供する日本の知見や研修プログラムをインドネシアの文脈に合わせて導

入することに前向きな姿勢である。プロジェクトの基本理念である「意識改革」の重要性にも同意してお

り、日本の若手研究者らとの連携機会の創出にも意欲を見せた。DSU設置の先駆者として、また国全体

のDSU設置促進チームの一員として、プロジェクトのパイロット校選定やインドネシア国内の大学への展

開において、中心的役割を担うパートナーとなる可能性が示された。 

 
32 大学からのヒアリング情報。高等教育・科学技術省の情報とは異なる。 



27 

 

 

(2) ナフダトゥル・ウラマー大学ジョグジャカルタ校（UNU Yogyakarta） 

ナフダトゥル・ウラマー大学（UNU）ジョグジャカルタ校は、比較的新しい大学でありながら、ジェンダー

平等・障害・社会的包摂センター（GEDSI）を核として、障害学生支援に極めて先進的に取り組んでい

る。 

同大学は、障害学生が教育機会を享受できるよう、特別な入学枠を設け、入学時には本人と保護者

との面談を通じて個々のニーズを詳細に把握するよう心がけている。現在7名（聴覚、視覚、身体）の障

害学生が在籍しており、40名以上の学生ボランティアが組織的な支援を提供している。学業支援や学内

クリニックと連携した心理的支援に加え、政府のADIK奨学金やYAKUM（キリスト教系NGO）からの奨学

金獲得を積極的に支援し、経済的負担の軽減にも努めている。 

キャンパス内のトイレ改修や点字資料の整備、試験・発表時における手話通訳の提供など、物理的・

情報的アクセシビリティの改善を推進している。また、教員は音声システムの調整や事前資料の配布、

スマートフォンアプリの翻訳・音声変換機能の活用など、授業において様々な合理的配慮を実践してい

る。 

支援の質の向上を目指し、NGOの専門家らを講師として招いた11回シリーズの専門研修を実施して

いる。また、ボランティアと聴覚障害学生を対象とした手話クラスを地域の専門機関と連携して開講する

ほか、初等教育学部ではインクルーシブ教育を必修科目として導入し、将来の教員育成にも力を入れ

ている。さらに、SNSを通じて158件のコンテンツを発信するなど、積極的なアドボカシー活動を展開して

いる点も特筆すべきである。 

また、IT学部と連携し、聴覚障害学生の移動と安全を支援する交通・緊急支援アプリ「DiafMap」を独

自に開発した。これはバスの到着を振動で通知し、緊急時には大学や警察へ通報できる画期的なシス

テムと言える。加えて、OHANA IndonesiaなどのNGOや政府、国家障害者委員会（KND）と緊密に連携

し、地方政府への政策提言を行うなど、学外にも影響力を広げ、インドネシア全体のインクルーシブ教

育推進に貢献している。 

UNUは先進的な取り組みを進める一方、いくつかの課題に直面している。最大の課題は、障害学生

支援ユニット（GEDSI）を強化するための大学からの特別予算がなく、活動の多くをBritish Councilなどの

外部資金に依存している点である。これにより、インクルーシブキャンパス構築のためのロードマップ策

定や持続的な活動の展開に困難が生じている。また、支援体制が学生ボランティアの善意に大きく依存

しており、専門性や継続性の確保が課題となっている。さらに、卒業後の就職移行支援が十分でなく、イ

ンターンシップや企業連携プログラムの整備が急務であると認識されている。 

UNUは、本プロジェクトとの協力に極めて高い関心と可能性を示している。特に障害学生支援ユニット

の強化やインクルーシブなカリキュラム開発のための予算確保支援を表明している。また、卒業後の就

職困難を解決するため、インターンシップや企業連携プログラムの整備などを望んでいた。British Coun

cilとの連携で他大学への事例紹介を担うなど、既にインドネシア国内で主導的な役割を果たしているこ

とから、本プロジェクトのパイロット校として、また国内の他大学へ成果を波及させるためのパートナーと

なることが期待される。 

 

(3) スナン・カリジャガ国立イスラム大学（UIN Sunan Kalijaga） 

スナン・カリジャガ国立イスラム大学の障害学生支援は、2005年に一人の視覚障害学生をきっかけに

始まった。当初は大学予算のないNGOとして活動し、日本財団の支援などで継続していたが、2013年に

大学の正式な組織として認められ、障害者サービスセンターとして発展した。その活動は多岐にわた

り、インドネシアの大学におけるインクルーシブ教育のモデルとなっている。 

現在98名の多様な障害のある学生が在籍しており、入学から卒業まで一貫した支援を提供してい

る。特筆すべきは「Disability Portfolio」という独自の入学制度で、通常の全国統一入試とは別に、学生
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のニーズに合わせて試験方法を音声化・点字化するなど柔軟に対応している。また、学長裁量で毎年1

5名の障害学生を受け入れるクオーター制度の目標も設定されている。入学時には専門チームが本人

と保護者と面談してアセスメントを実施し、卒業生も支援チームに専門家として加わるなど、手厚い体制

を構築している。 

同大学は、単なるサービス提供に留まらず、障害に関する知的発信拠点としての役割を担っている。

インクルーシブ教育の実践ガイドや教員向け教授法ガイドなどを出版するほか、査読付きのオープンア

クセスジャーナルを発行している。さらに、障害研究とインクルーシブ教育に関する国内最大級の国際

会議「ICODIE (Indonesian Conference on Disability Studies and Inclusive Education)」を主催し、国内外

の研究者や政府、NPOとの連携を通じて知見を集積・発信している。イスラムの「共に学ぶ」という「タダ

ルス33」の精神に基づき、毎週障害に関する記事をSNS34で共有するなど、社会の意識変革を積極的に

主導している。 

同大学の実践は、障害に留まらない。トランスジェンダーで聴覚障害のあるクリスチャンの学生を受け

入れた経験を機に、宗教や性的マイノリティも含めた真に包括的な教育の重要性を認識し、5年前から

イスラム大学としては異例の非イスラム教徒の学生の受け入れを開始することで、多様な背景を持つ学

生が共存する環境を創出してようとしている。また、障害学生が主体となって企画・運営する5日間の

「障害者フェスティバル」を成功させ、資金確保と社会啓発を両立させるなど、当事者エンパワーメントに

も注力している。 

600名と大規模な学生ボランティアを組織し、週3回の研修を通じてノートテイキングや手話などを教え

ている。聴覚障害学生には外部センターから派遣された手話通訳や、学生ボランティアによるピアサポ

ートを提供する。また、モスクや図書館にも点字資料を整備し、モスクの説教に手話通訳を配置するな

ど、信仰の場におけるアクセシビリティも保障している。 

一方で、同大学の先進的な取り組みは、常に不安定な財源という大きな課題に直面している。2025年

の政府予算大幅削減の煽りを受け、大学からの予算が途絶え、活動は再び外部からの資金調達やイ

ベント収益に依存する脆弱な状態に戻ってしまった。この予算削減は、専門スタッフの30%が離職する事

態を招き、長年蓄積してきた専門性やノウハウの維持が困難になっている。また、点字プリンターなどの

支援機材は高価で数が限られており、全学生のニーズに応えられていない。インドネシア全体の障害者

雇用環境が依然として厳しいことも、大学が直面する社会的な課題である。 

同大学は、インドネシアにおける障害学生支援の指導的立場にあることから、本プロジェクトとの連携

に強い関心を示している。他大学からDSU設置に関するアドバイスを求められる機会が頻繁にあり、自

らの経験を共有しつつ、プロジェクトから日本の先進事例など有益な知見を得たいとの意向を表明し

た。その歴史と実績から、インドネシアの大学が直面する課題（特に予算の不安定性）を深く理解してお

り、本プロジェクトが開発するモデルの有効性を検証し、国内の他大学へ展開していく上で、不可欠なパ

ートナーとなることが期待される。 

 

【補足：本大学のDSUによる研修教材とガイドブック】 

スナン・カリジャガ国立イスラム大学の訪問時、2冊のDSUに関する書籍を入手した。１つが、「インク

ルーシブ・キャンパス・ガイドブック（2018）」であり、もう一つが「インクルーシブ・キャンパスの学習モデル

（2012）」である。両冊子とも、インクルーシブ・キャンパスの理念に留まらず、多くの事例を含めた実践

的かつ効果的なガイドブックと言える。 

「Panduan Kampus Inklusif（インクルーシブ・キャンパス・ガイドブック 2018）」は、インドネシアにおける

今後の障害学生支援体制の構築において、極めて重要な指針となる一冊と思われる。本書は、同大学

 
33 イスラムにおける「タダルス」は、複数人で集まり、クルアーンを読み、暗唱し、意味を学び合う活動を指す。 
34 https://www.youtube.com/@plduinsunankalijaga/videos 

https://www.youtube.com/@plduinsunankalijaga/videos
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の支援室創設者らによって執筆されており、ゼロから支援体制を築き上げた経験と哲学が凝縮されてい

る。 

本書の特筆すべき点は、単なる理念の解説に留まらず、極めて実践的なノウハウが体系的にまとめ

られていることである。「障害は個人の問題ではなく、社会や環境の側にある」とする「障害の社会モデ

ル」を明確な思想的基盤としてすえ置き、国際的にも通用する普遍的な視座を提供してくれている。内

容は大きく二部構成となっており、第一部では支援の担い手となる学生ボランティアの募集、育成、組織

化に関する具体的な手法が、第二部では障害種別の特性理解から、授業・試験における合理的配慮、

物理的なアクセシビリティ改善まで、大学が取り組むべき具体的な実践項目が解説されている。 

法制度はあっても具体的な運営ノウハウの不足が課題となっているインドネシアの多くの大学にとっ

て、本書はDSUの設立・運営のための「教科書」となり得る。ピアサポートの精神から具体的な支援技術

までを網羅した本書を、各大学の状況に合わせて活用することは、全国的な支援レベルの底上げに直

結するだろう。これは、今後のプロジェクトにおいても、研修教材の基礎資料として活用できる、価値ある

一冊と言える。 

唯一惜しまれるのは、その豊富なテキスト情報に対して、図や写真、イラストなどの視覚的な補助資

料が含まれていない点である。先進的な支援機器や、アクセシビリティが改善されたキャンパスの具体

的なイメージ、あるいは複雑な支援体制を図解することで、読者の理解はさらに深まると考えられる。今

後の改訂版や、本プロジェクトで新たな研修資料を作成する際には、こうした視覚的要素を補完すること

が、より広い層への普及において効果的であると考えられる。 

先に紹介した「インクルーシブ・キャンパス・ガイドブック」が支援体制の全体像を示す運営マニュアル

であるとすれば、「Model Pembelajaran Kampus Inklusif（インクルーシブ・キャンパスの学習モデル201

2）」は、大学における「学び」そのものに焦点を当てた、より具体的な教育実践の書と言える。本書は、

障害のある学生、支援を担う学生ボランティア、そして教員が、実際の授業や学習活動の中で直面する

課題を深く掘り下げ、その解決策を提示している。 

本書の最大の価値は、参加型アクションリサーチという手法を用いて、当事者の「生の声」を基に学習

モデルを構築している点にある。英語、手話、支援技術（コンピュータ）といった具体的な学習テーマごと

に、障害のある学生が「何につまずき」、支援者が「どう関わり」、教員が「どう工夫すればよいか」という

試行錯誤のプロセスが記録されている。例えば、聴覚障害学生が学術的な語彙の習得に困難を抱える

様子や、視覚障害学生にとってアクセスできない教材が学習機会をいかに奪うかといった具体例は、合

理的配慮の必要性を理論ではなく現実の問題として提示している。 

本書は、インクルーシブ教育が単なる「受け入れ」ではなく、一人ひとりの学生の学びに寄り添う「教

育方法論の変革」であることを強く示唆している。インドネシアの大学教員が障害学生への指導経験に

乏しい現状において、本書で提示される具体的な指導法やコミュニケーションの工夫は、すぐにでも実

践可能なヒントとなるであろう。 

本プロジェクトで目指す「人材育成」において、本書は不可欠な役割を果たすと考えられる。教員向け

研修の教材として活用することで、障害のある学生を「学びの主体者」として捉え、彼らのポテンシャル

を最大限に引き出すための教育的アプローチを普及させることができる。ただ本書にも、図や写真、イラ

ストなどの視覚的な補助資料が含まれていない。 

両冊子の日本語要訳は、添付資料３を参照願いたい。 

 

3-3. 高等教育と雇用の連携事例 

障害を持つ大学生の就労支援団体として、Parakerja Disabilitas Bisaが調査最終日の Focus Group 

Meeting に参加した。その時の議事録から、活動と成果、課題を以下に記載する。 
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Parakerja Disabilitas Bisaは、障害者の雇用促進を目的とした企業向けサービスを専門とする社会的

企業である。その活動は、単なる人材紹介に留まらず、インクルーシブな雇用環境を構築するための包

括的な支援を展開している。 

主要な活動として、企業向けの研修プログラムが挙げられる。BPJS（社会保障実施機関）や銀行など

90以上の金融機関と連携し、障害者と共に働くための具体的な方法論や意識改革に関する研修を広く

実施している。また、大学のキャリアセンターと連携し、障害学生向けのインターンシップ支援も行ってお

り、学生が実社会で経験を積む機会を創出している。 

さらに、企業や学生だけでなく、教育機関そのものへの働きかけも行っており、大学の教員・講師を対

象とした能力開発支援も活動の柱の一つである。これらの活動は、障害学生が大学で適切な教育を受

け、卒業後に円滑に就労へと移行できる一貫したエコシステムを構築することを目指している。2024年

にはJICA（国際協力機構）との協働実績もあり、その専門性とネットワークは国内外で高く評価されてい

る。 

Parakerjaは活動を通じて、障害者雇用を取り巻く複数の構造的課題を認識している。第一に、信頼で

きるデータの欠如である。障害学生の数や能力に関する正確なデータの収集が極めて困難であり、効

果的な支援策の立案や企業への提案における障壁となっている。 

第二に、高度人材の不足である。特に学士号や修士号を持つ障害者が少なく、専門職を求める企業

（特に外資系企業）のニーズとの間に大きなギャップが生じている。第三に、大学における支援と就職準

備の不足である。大学内で学生の能力を十分に引き出すためのサポートが不足していることに加え、多

くの障害学生がLinkedInの活用など、基本的な就職活動のスキルを習得できていない。これは、障害学

生に対応できる教員を育成するための予算が大学に不足していることも一因であると分析している。 

Parakerjaは、本プロジェクトとの連携に関心を示している。特に「1社1障害者雇用」という新規プロジェ

クトを構想しており、雇用事例を積み上げることで、多くの企業が具体的なノウハウを学ぶ機会を創出し

たいと考えている。この構想は、本プロジェクトが目指すモデル構築と親和性が高いと思われる。また、

同団体が課題として挙げる「正確なデータ収集」や「大学との連携による学生の能力向上」「教員のキャ

パシティビルディング」といった点は、本プロジェクトが貢献できる領域と合致する。Parakerjaの持つ企業

ネットワークや研修ノウハウと、本プロジェクトの大学支援モデルを組み合わせることで、教育から雇用

への移行を円滑にする、より実効性の高い協力体制を構築できる可能性がある。 

3-4 インドネシアの高等教育機関における障害学生支援に関するFocus Group Meeting 

Focus Group Meeting（FGD）は、調査最終日にPijar財団の主催で開催され、大学関係者10名や障害

者団体の代表者などが参加した。議論の中では、障害者権利条約の批准や関連法規の整備は進んで

いるものの、その理念と現場での実施状況との間には深刻なギャップが存在していることが明らかにな

った。特に、高等教育における障害学生の教育機会の確保と教育の質の向上に関して、以下の課題が

指摘された。 

(1) 制度・政策レベルの構造的課題 

① DSU設置率の極端な低さ 

(ア) 全大学に対する障DSUの設置率は2.3%35にとどまっており、インクルーシブ教育の制度的基

盤の普及が大幅に遅れている。 

(イ) 高等教育省がインセンティブを付与しているにもかかわらず、一部の大学では関連する規

則（大臣規則第48号）の存在すら認識されていない。 

② 予算不足 

 
35 FGD参加者の情報 
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(ア) すべての課題の根底に予算不足が存在する。特に、手話通訳者や専門的な支援人材を雇

用するための専用予算が政府および大学双方で確保されていない。 

(イ) 手話通訳の費用を生徒の奨学金の範囲で賄うべきと大学から通達される事例があり、奨

学金を得られない学生は支援を受けられない状況がある。 

③ 規制の実効性と拘束力の弱さ 

(ア) インクルーシブ教育を義務づける規制（PP 13/2022など）が存在するが、大学現場での実

装が遅延し、受入れ拒否や差別が継続している。KNDからは、規制が拘束力を持つ政策（b

inding policy）であるべきとの提言がなされた。 

 

(2) 大学運営・支援体制の課題 

① 教員の能力不足と差別的指導 

(ア) 大学の人的資源（教員・講師）のキャパシティ不足が最大の課題の一つである。多くの教員

が障害特性の理解や適切な教授法の理解不足に陥っており、学生は差別的な扱いや不適

切な指導を受け、学習上の困難に直面している。 

(イ) 聴覚障害学生に対し「より簡単な学部」を選ぶよう勧めるなど、学部選択の自由を侵害する

差別事例が見られる。 

② 支援ニーズのアセスメント不足 

(ア) 大学の障害学生に関するアセスメントは「障害者か否か」を問う単純な調査のみであり、障

害種別や詳細な支援ニーズのアセスメントが一切作成されていない。 

(イ) アセスメントの欠如により、合理的配慮の提供が不可能となり、特に認知・発達障害など

「見えにくい障害」を持つ学生への支援がほとんど無視されている。 

③ ドロップアウト率の高さと学習成果の未達成 

(ア) 適切な支援が提供されないため、最終試験で不合格になる学生や、中途退学に追い込ま

れる学生が多数存在している。障害学生の卒業率はわずか8%という統計36も示されてお

り、教育の機会と質の確保ができていない。 

④ 地域・障害種別による格差 

(ア) ジャワ島以外の地域や宗教省管轄の大学では支援がさらに遅れており、聴覚障害学生の

手話通訳、視覚障害学生のICTスキル習得支援など、障害種別ごとのニーズへの対応が

不足している。 

 

(3) 初等中等教育およびキャリア形成の課題 

① 基礎教育における準備不足 

(ア) 小学校・中学校レベルからインクルーシブ教育が不十分であり、障害学生は高等教育に進

学する前の段階で、基礎的な学力やICTスキル（PC操作など）を十分に習得できていない。 

(イ) 特別支援学校が職業訓練校に近い性格を持つため、アカデミックな大学進学教育が不足

している。 

② 教育から雇用への断絶 

(ア) 多くの障害学生が大学を卒業しても就職できない状況にある（例：100人の卒業生が未就職

の大学がある）。DSUは教育面だけでなく、雇用にフォーカスすべきである。 

(イ) 学士号や修士号を持つ障害者が不足しており、企業側の高学位人材のニーズとの間に大

きなギャップが生じている。 

③ 家庭との連携不足 

 
36 Focus Group Meeting内の発言であり、正式な統計情報としては確認できなかった。 
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(ア) DSUは障害学生の家族と連携すべきであるが、現状では大学に十分な情報がないため、

両親の期待に応えられていない。特に自閉症などの学生の環境適応のため、入学前から

家族との連携が重要である。 

 

これらの課題が指摘されるとともに、参加者からは、課題を克服するための以下の具体的な提言が

なされた。 

(1) 意識改革と人材育成 

① 日本の事例を参考に、障害の社会モデルを大学内だけでなく社会全体で理解するための社会

的認知の向上を促進すること。 

② DSUを運営するためのコーディネーターの育成プログラムや、教員向けの研修を導入すること。 

 

(2) システム構築とデータ整備 

① 支援や研修を持続させるための持続可能なシステムを大学内部に構築すること。 

② 大学入学時に詳細なアセスメント制度を構築し、必要な支援を把握する仕組みを作ること。 

 

(3) 連携と拡大 

① 地域（西部、中部、東部）ごとに対象大学を選定し、インドネシア全体にモデル事例を構築する

こと。 

② ジャワ島以外の大学や宗教省管轄大学もプロジェクトの対象に含めること。 

③ 大学がDSUの実施方法を共有するための大学間ピアグループを構築すること。 

④ 企業連携として「1社に1人の障害者雇用」プロジェクトを推進し、雇用事例を積み重ねること。 

 

【総括：インドネシアにおける障害学生支援の現状と課題・展望】 

インドネシアの高等教育における障害学生支援は、制度整備と現場実践の間に依然として大きな隔

たりが残されている。統計面では、政府ポータルによって一部の大学の状況が把握可能になったもの

の、全国的な調査は未整備であり、障害学生の在籍実態や支援体制を包括的に把握するには至って

いない。DSUの設置も限られており、支援の充実度には大学間で大きな格差がある。制度面では、障害

者権利条約の批准や法的枠組みは整備されつつあるが、予算や実施体制、教職員研修、教材・設備の

整備などは十分とは言えず、理念と運用の間にギャップが存在する。さらに、物理的・情報的なバリアや

地方における支援の脆弱さなど、基盤整備の遅れも課題として浮き彫りになっている。 

一方で、訪問した大学の中には、DSUを中心に、学内外のネットワークを活用しながら、アクセシブル

な教材整備や学生・教職員への研修を積極的に進める先進的な取り組みも確認された。これらの大学

では、教育と就労支援をつなぐ実践も芽生えており、他機関との連携によって活動を広げていく可能性

も見えてきた。こうした好事例は、今後の制度整備や政策展開の重要な足がかりとなりうる。 

今後は、全国的な悉皆調査の実施により障害学生の状況を正確に把握し、DSUの設置や予算措置、

教職員研修や教材整備の拡充、物理的・情報的バリアの解消を計画的に進めることが求められる。同

時に、先進的な大学をハブとして、大学間・地域間の連携を促進し、教育から就労までをつなぐ包括的

な支援エコシステムを構築することで、障害学生が能力を発揮し、社会に円滑に移行できる環境を整備

していくことが重要である。 
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第4章 調査結果に基づく比較分析とプロジェクトニーズの特

定 

4-1. 日本とインドネシアの支援体制の比較分析 

(1) 日本・インドネシア障害学生の統計情報比較 

本調査で明らかになった日本とインドネシアの障害学生支援の現状を客観的に理解するため、両国

の障害学生に関する統計情報を比較・整理する。データの収集方法や定義が異なるため単純比較はで

きないが、ここから両国の支援体制が置かれている段階の違いを読み取ることができる。 

 

① 日本の障害学生に関する統計情報 

日本のデータは、日本学生支援機構（JASSO）が毎年全国の高等教育機関を対象に実施して

いる悉皆調査に基づくものであり、極めて網羅性が高い。 

(ア) 在籍者数と在籍率（2024年）: 

・ 障害のある学生数： 55,510人 

・ 全学生数に占める割合： 1.71% 

・ 障害のある学生が在籍する学校の割合： 89.1% 

 

(イ) 障害種別（2024年）: 

  日本の顕著な特徴は、精神障害（35%）、発達障害（23%）、そして病弱・虚弱（18%）といった、外

見からは分かりにくい「見えにくい障害」のある学生が全体の約76%を占めている点である。これ

は、医療や福祉制度の成熟を背景に、これまで潜在化していた困難を抱える学生が大学に進学

し、支援を求められるようになった結果と言える。ちなみに、視覚・聴覚・言語・肢体不自由の学生

は全体の11％しかいない。 

 

② インドネシアの障害学生に関する統計情報 

インドネシアのデータは、高等教育・科学技術省のポータルサイトに掲載されている、一部の大

学からの回答に基づく限定的なものである。全国的な悉皆調査はまだ実施されておらず、全体像

を把握するには至っていない。 

(ア) 把握されている在籍者数（2024年時点のデータ）: 

・ 障害のある学生が在籍していると確認された大学数： 274校 

・ うち、詳細データが公開されている71校の在籍学生数： 220人 

*（注：調査で訪問したUIN Sunan Kalijagaの98名などは含まれておらず、実際の総数はこれを大

幅に上回ると考えられる） 

 

(イ) 障害種別（データが公開されている71校の内訳）: 

  インドネシアのデータで最も割合が高いのは、視覚障害（27.7%）、身体障害（24.7%）、聴覚障害

（21.9%）といった、比較的認識されやすい伝統的な障害種別である。これは、インドネシアの支援が

まだ創成期にあり、まずは物理的なアクセスやコミュニケーション支援が優先されている段階であ

ることを示唆している。日本で多数を占める精神障害や発達障害の学生は、まだ十分に把握・支

援されていない可能性が高い。 
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③ データから見える支援のフェーズの違い 

両国の統計は、それぞれの障害学生支援が置かれている「フェーズ」の違いを象徴している。

日本は、ほぼ全ての大学が障害のある学生を受け入れ、そのニーズも多様化・複雑化している

「成熟・高度化」の段階にある。一方、インドネシアは、まだ障害のある学生の全体数すら把握で

きておらず、まずは基本的なアクセス保障が中心となる「黎明・普及」の段階にあると言える。この

統計的なギャップを認識することが、インドネシアの現状に即した支援を考える上での出発点と言

える。 

 

(2) DSUの支援内容 

① 日本の大学における障害学生支援の理念と概要 

(ア) 支援の土台となる理念：「障害の社会モデル」 

日本の大学における障害学生支援を理解する上で最も重要な基盤は、国連の「障害者権利条

約」の理念に則った「障害の社会モデル」という考え方である。これは、障害を個人の心身機能の

問題として捉えるのではなく、社会に存在する様々な障壁（バリア）によって困難が生じている、と

捉える視点である。訪問した大学や支援機関の多くがこの理念を共有しており、「支援対象」として

学生を見るのではなく、学生が他の学生と等しく学ぶ権利を保障するために「環境を整備する」とい

う姿勢が、支援全体の土台となっている。この理念は「障害者差別解消法」によって法的に担保さ

れ、各大学における「合理的配慮」の提供という具体的な実践につながっている。 

 

(イ) 日本の大学で一般的に提供されている支援（合理的配慮） 

日本の障害学生支援は、「障害者差別解消法」に基づく「合理的配慮」の提供が法的義務となっ

ていることを基盤とする。本調査の大学ヒアリング結果をまとめると、多くの大学で障害種別に応じ

て以下のような支援が組織的に提供されていた。 

 

Ø 情報保障・コミュニケーション支援: 

・ 聴覚障害: ノートテイク（授業内容の文字通訳）、PC文字通訳、手話通訳者の配置、授業映像へ

の字幕付けなど。 

・ 視覚障害: 教材のテキストデータ化、点訳、拡大、支援機器（拡大読書器、点字ディスプレイ等）

の貸与。 

 

Ø 授業・試験における配慮: 

・ 教室内での座席位置の配慮（前方席の確保など）。 

・ 試験時間の延長、別室での受験、解答方法の変更（PC利用、口述解答など）。 

・ レポート提出期限の延長。 

 

Ø 移動・施設利用の支援: 

・ キャンパス内の移動支援、教室間の付き添い。 

・ 支援機器や専用ソフトウェアを備えた学習スペースの提供。 

・ これらの支援は、学生からの申し出に基づき、専門部署（DSUなど）のコーディネーターが学生本

人と面談（アセスメント）を行い、個別の支援計画を作成した上で提供されるのが一般的である。 

 

(ウ) 特徴的な大学の事例 

今回の調査では、各大学が独自の理念と強みに基づき、特色ある支援体制を構築していること

も確認された。特にインドネシアでの応用可能性が高いと考えられる事例を以下に挙げる。 
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筑波大学：学生主体の「ピア・チューター制度」 

学生が学生を支える「ピア・チューター制度」を大学公式の仕組みとして構築している点が最大の特

徴である。単なるボランティアではなく、活動に対して謝金や単位を認定することで、支援の継続性と質

の高さを両立させている。学生の自主性を引き出し、それを制度として発展させるモデルは、リソースが

限られる中でも導入可能な優れた事例と言える。 

 

京都大学：「支援対象」から「学びの主体者」へ 

障害学生を「支援すべき対象」ではなく、「研究や学びの主体者」として捉える明確な理念を持つ。支

援室の役割を「ケア」ではなく、学生が主体的に学ぶために必要なリソース（情報保障、移動支援など）

を対等に提供することと定義している。この思想転換は、学生自身のスティグマを軽減し、エンパワーメ

ントを促す上で極めて重要と思われる。 

 

広島大学：障害者手帳に依らない柔軟な「アセスメント機能」 

障害者手帳の有無にかかわらず、学生本人の「困り感」に基づき、専門家が客観的なエビデンスとヒ

アリングを通じて支援の必要性を判断する独自の「アセスメントシート」を発行している。これにより、診

断名がない学生や一時的な困難を抱える学生にも柔軟に支援を提供できる。制度が未整備な状況でも

導入可能な、先進的な仕組みである。ちなみに、筑波大学や京都大学などでも、障害者手帳に頼らず、

独自のアセスメントや基準を設け柔軟に対応していた。 

 

筑波技術大学：「拠点校」としての制度的役割 

視覚・聴覚障害に特化した国立大学として、国から「拠点校」として位置づけられ、他大学へのコンサ

ルテーションや高価な支援機器の貸し出しを公式な「業務」として行っている。専門性を集約した拠点校

が全国の支援レベルを底上げするモデルは、広大なインドネシアにおいて極めて有効な戦略となりう

る。 

 

② インドネシアの大学における障害学生支援の現状 

(ア) 支援の土台となる理念：人権モデルと社会モデルへの移行期 

インドネシアにおける障害学生支援の理念は、2016年の「障害者に関する法律」と国連「障害者権

利条約」を法的基盤とし、障害者の教育権を「人権」として捉える考え方が政府や一部の先進的な

大学で共有されている。しかし、その理念が社会全体や多くの大学現場にまで浸透しているとは言

えず、障害を個人の問題と捉える「医学モデル」から、社会の側の障壁と捉える「社会モデル」への

移行はまだ途上と言える。法制度上はインクルーシブ教育が義務付けられているものの、実際の

大学運営では合理的配慮の提供が十分に行われず、理念と実践の間に大きな乖離が存在するの

が現状である。 

 

(イ) 障害学生の在籍状況：データから見る全体像 

高等教育・科学・技術省の情報ポータルによれば、少なくとも274校の大学に障害学生が在籍して

いることが公式に確認できる。しかし、このデータは自己申告に基づくものであり、スナン・カリジャ

ガ大学のような先進校が含まれていないなど、全体像を網羅するには至っていない点に留意が必

要である。把握できている71校・220名の障害学生データからは、以下の傾向が読み取れる。 

Ø 障害種別:  
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視覚障害（27.9%）、身体障害（24.7%）、聴覚障害（21.9%）が多数を占めるが、日本で割合の高

い発達障害（11.0%）や精神障害（5.5%）の学生も一定数在籍している。これは、これまで見えに

くかった障害のある学生の存在を可視化する重要なデータである。 

Ø 所属学部:  

全体としては教育学部に最も多く在籍しているが、社会科学、人文科学、理工学、情報科学な

ど、文理を問わず幅広い学問分野で学んでいる。 

Ø 大学間の偏在:  

障害学生は特定の大学に集中する傾向があり、データ上では上位9校に全体の約70%が在籍

している。これは、支援体制が整っている少数の大学に学生が集中している可能性を示唆し

ている。 

 

(ウ) インドネシアの大学で提供されている支援 

DSUを設置している大学は、情報ポータルによれば112校とされているが、その活動レベルや内容は

大学によって異なると思われる。現地調査と情報ポータルデータを統合すると、提供されている支援は

以下のように整理できる。 

Ø 入学機会の確保: 

一部の大学では、障害のある学生のための特別入学枠やクオーター制度が設けられてい

る。これは、一定程度、教育環境が整っている日本では見られない仕組みであるが、初等・中

等教育段階で多くの障害者が十分な教育機会を得られていないインドネシアの現状において

は、機会の不平等を是正するための積極的改善措置（アファーマティブ・アクション）として、一

定の役割を果たしていると評価できるかもしれない。 

Ø 人的支援（学生ボランティア中心）: 

DSUが機能している大学では、学生ボランティアが手話通訳、ノートテイク、移動支援などを担

うのが一般的である。しかし、専門性や継続性、活動へのインセンティブなどが課題となって

いる。また単位として認定するなどの方法は、本調査では確認することができなかった。 

Ø 物理的・情報保障: 

先進校ではキャンパスのバリアフリー化や支援機器の導入が進んでいるが、多くの大学では

予算不足から整備が追いついておらず、古い国立大学などはエレベーターなどが整備されて

いない。 

Ø 経済的支援: 

政府やNGOによる障害学生向けの奨学金制度が存在する。総じて、インドネシアの支援は、

一部の先進大学が試行錯誤を重ねながら実践モデルを構築している段階であり、国全体とし

て標準化された支援が提供されている状況にはない。多くの学生が、大学や学生個人の努力

に依存した、不安定な支援環境の下で学んでいるのが実情である。 

 

(3) 大学間ネットワークと公的支援の有無 

① 日本の障害学生支援を支えるネットワークと公的支援 

日本の大学における障害学生支援は、個々の大学の取り組みに加え、それを全国的に支え、底上げ

する重層的なネットワークと、国による制度的・財政的支援が大きな特徴となっている。これらはインドネ

シアにおける支援体制構築を考える上で、極めて重要な示唆を与えるものである。 

 

(ア) 多様な主体による重層的な大学間ネットワーク 

日本の支援体制の最大の強みは、各大学が孤立せず、多様な専門性を持つ組織が連携し、知見や

リソースを共有する重層的なネットワークが形成されている点にある。 
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Ø 大学・研究機関主導のネットワーク: 

・  障害と高等教育に関するプラットフォーム事業（PHED): 東京大学が主導し、大学、企業、地域社

会を繋ぐ全国的なプラットフォームとして機能している。「障害学生支援スタンダード」の策定や、

支援技術（AT）機器を無償で貸し出す「ATライブラリー」など、リソースの少ない大学でも活用でき

る仕組みを提供し、国全体の支援の質を標準化する上で中心的な役割を担っている。 

・ DO-IT Japan: 同じく東京大学が主導し、障害のある若者のリーダーシップ育成と、テクノロジー活

用に特化した産学連携の取り組みを進めている。 

Ø 障害当事者・支援者による専門ネットワーク: 

・ 全国障害学生支援センター: 障害のある当事者が主体となり、学生の視点から情報提供や相談

活動を行っている。 

・ 日本聴覚障害学生高等教育支援ネットワーク (PEPNet-Japan): 聴覚障害学生支援に特化し、情

報保障（手話通訳、PC文字通訳等）に関する専門的な研修やネットワーク構築を推進している。 

Ø 大学支援担当者の協議会：全国高等教育障害学生支援協議会 (AHEAD JAPAN): 全国の大

学の障害学生支援担当者が集まり、実践的な課題やノウハウを共有し、支援担当者の専門

性向上を図るための重要な協議の場となっている。 

Ø 地域ごとの広域ネットワーク：広島大学が中心となって構築している中四国地域のネットワー

ク（UE-Net）のように、地理的に近い大学同士が連携するモデルも存在する。 

 

このように、大学、研究機関、当事者団体、支援者協議会といった多様な主体が、それぞれの専門性

を活かして補完的に機能することで、日本の障害学生支援は多角的かつ強固なものとなっている。 

 

(イ) 専門性を集約・普及させる「拠点校」システム 

特定の分野で高い専門性と実績を持つ大学を国が「拠点校」として公式に位置づけ、他大学への支

援を「業務」として委託する制度は、日本の支援体制の大きな柱である。筑波技術大学の事例が示すよ

うに、拠点校は他大学へのコンサルテーション、専門人材の育成、高価な支援機器の管理・貸出といっ

た「リソースセンター」としての機能を担う。これにより、専門的なノウハウが全国に効率的に普及する。

これは広大な国土を持つインドネシアにおいて、極めて参考になるモデルと言える。 

 

(ウ) 国による制度的・財政的支援 

大学の取り組みを後押しする政府の支援は、主に以下の二つの側面から行われている。 

Ø 法的・制度的支援：2016年に施行された「障害者差別解消法」は、全ての大学に「合理的配

慮」の提供を法的に義務付け、各大学がDSUを設置し、組織的に対応する大きな推進力とな

った。 

Ø 財政的支援：日本学生支援機構（JASSO）は、全国規模の実態調査や研修会を通じて日本に

おける障害学生支援体制全体のインフラ整備を担っている。一方、財政面では、国が国立大

学に対する運営費交付金や、私立大学に対する私立大学等改革総合支援事業といった補助

金制度があり、各大学が障害学生支援のための予算を確保する基盤となっている。 

 

② インドネシアの障害学生支援における大学間ネットワークと公的支援の現状 

日本の障害学生支援が、国、大学、そして多様な支援団体による重層的なネットワークによって支え

られているのに対し、インドネシアにおける同様の仕組みはまだ発展の初期段階にある。しかし、現地

調査では、今後の連携強化に向けた萌芽と強い期待がうかがえる。 
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(ア) 大学間のネットワーク：日本のPHEDのような全国規模で恒常的に機能する大学間プラットフォーム

は、インドネシアにはまだ存在しない。しかし、先進的な大学が個別に連携を模索する動きが見ら

れる。 

Ø 先進大学によるコンソーシアム: ジャカルタ国立大学は、障害学生が在籍する他大学とコンソ

ーシアムを組んでいると言及しており、先進大学がハブとなり、知見を共有しようとする動きが

存在する。 

Ø ピアサポート・情報共有の必要性の認識: 人間開発文化調整省との議論では、「ピアグループ

を作り、DSUをどのように実施するかを大学間で共有する仕組みが必要」との発言があり、政

府関係者も大学間連携の重要性を認識している。 

Ø 課題: これらの連携は、まだ一部の意欲的な大学間の散発的な取り組みに留まっており、全

国的な情報共有やノウハウの標準化には至っていない。現地NGO（視覚障害者支援）のMitra 

Netraからは「大学間のピアサポートシステムを構築すべき」との強い要望も出された。 

 

(イ) 公的支援：トップダウンの政策と現場の乖離 

インドネシア政府は、法律や省令によって大学のインクルーシブ化を推進しようと試みているが、現場

の大学にとっては財源や人材不足という大きな壁があり、政策と実践の間に大きな乖離が生じているの

が現状である。 

Ø 政府主導のプログラムと助成金: 

・ 人間開発文化調整省は、2022年から選定した20大学を対象に、1校あたり年間約13.5万円の助

成金を支給する支援プログラムを開始している。 

・ 高等教育・科学技術省も、DSUの設置を促進するため、毎年50～70の大学にインセンティブ（補

助金など）を付与するプログラムを実施している。 

Ø 政策形成と監視機関の役割: 

・ 国家障害者委員会（KND）は、2021年に設立され、障害者に関する政策の監視・評価、提言を行

う重要な役割を担う。大学が法令を遵守しない場合の警告や認可取り消しといった段階的措置を

提言するなど、トップダウンでの改革を志向している。 

・ 関係省庁も障害学生支援に関するガイドラインの策定に取り組んでいるが、多くの大学にその存

在すら認識されていないという課題も指摘されている。 

(ウ) 課題:  

現地調査から、政府のトップダウンの取り組みが現場の大学に十分に浸透していない状況が浮き彫

りになる。助成金は存在するものの、その額は限定的であり、多くの大学が「予算不足」「人材不足」をD

SU設置の最大の障壁として挙げている。KNDも現場感覚として、公的支援がまだ不十分だと捉えてい

た。インドネシアの現状は、国によるトップダウンの「制度化」の動きと、各大学のボトムアップの「実践」

の間に、両者をつなぐ「中間支援（ミドルレイヤー）」が決定的に不足している状態と言える。  

国は法律でDSU設置を義務付けるが、その運営ノウハウや人材育成、十分な財源を大学に提供でき

ていない。一方で、先進的な大学は独自に優れた実践を積み重ねているが、その知見を他大学に広げ

る全国的なネットワークが存在しない。この構造的な断絶が、多くの大学を「DSUを設置する義務はある

が、どうすれば良いかわからない」という停滞状況に陥らせている最大の要因である。したがって、本プ

ロジェクトが、日本の知見を活かしながら、この断絶されたトップとボトムをつなぐ「触媒」としての役割を

果たすことには、極めて大きな意義がある。具体的なノウハウの提供、大学間ネットワーク形成の促進、

そして成功事例の共有を通じて、インドネシア全体の支援体制を持続可能な形で底上げすることが、本

プロジェクトが担うべき中核的な役割であり、障害のある学生一人ひとりの未来を拓くための不可欠な

責務と言える。 
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(4) 初等・中等教育の現状と課題 

① 日本の初等・中等教育における支援の現状 

日本の高等教育における障害学生支援の充実は、その基盤となる初等・中等教育段階でのインクル

ーシブな教育システムの整備と密接に関連している。PHEDが「高等教育における支援の前提として、初

等中等教育段階での支援が不可欠」と指摘しているように、この段階での支援の質が、将来の大学進

学や社会参加の可能性を大きく左右する。 

日本の大きな特徴は、障害のある児童生徒一人ひとりのニーズに応じて、多様な「学びの場」が制度

的に提供されている点にある。 

(ア) 多様な学びの場の選択肢: 

・ 特別支援学校: 障害の状態に応じた専門的な教育を行う学校。 

・ 特別支援学級: 小・中学校内に設置され、障害のある児童生徒が少人数の学級で学ぶ。 

・ 通級による指導: ほとんどの授業を通常の学級で受けながら、週に数時間、別の教室で障

害の状態に応じた個別の指導を受ける形態。 

・ 通常の学級: 在籍する学級で、個別の教育的ニーズに応じた「合理的配慮」を受けながら学

ぶ。 

(イ) インクルーシブ教育システムの推進: 

  現在、日本政府（文部科学省）は、障害のある子もない子も、できるだけ同じ場で共に学ぶこと

を目指す「インクルーシブ教育システム」の構築を推進している37。これにより、特別支援学校や特

別支援学級だけでなく、「通級による指導」や「通常の学級」で学ぶ障害のある児童生徒が年々増

加している。これは、障害の有無によって分け隔てられることなく、多様性を尊重し合う共生社会の

実現を教育の場から目指すという国の強い意志の表れである。 

 

② 主な課題 

多様な学びの場が整備される一方で、インクルーシブ教育を質の高いものにするためには、いくつか

の課題も存在する。 

(ア) 教員の専門性と多忙化: 

 通常の学級で多様なニーズのある児童生徒に対応するためには、理論上、全ての教員に特別支

援教育に関する専門的な知識や指導力が求められる。しかし、専門性を持つ教員の数はまだ十分

とは言えず、通常業務に加えて個別の支援計画の作成や配慮の実施が、教員の多忙化に拍車を

かけているという課題がある38。 

(イ) 合理的配慮の提供における地域・学校間格差: 

 法律で合理的配慮の提供が義務付けられているものの、その具体的な内容や質は、自治体の

財政状況や学校の体制、管理職や教員の意識によって差が生じているのが実情である。ICT機器

の導入や支援員の配置など、必要なリソースが十分に確保されていないケースも少なくない39。 

(ウ) 高等教育への接続（トランジション）の課題: 

 初等・中等教育で受けてきた支援内容や個人の特性に関する情報が、卒業後の進学先である大

学へスムーズに引き継がれる仕組みがまだ十分に確立されていない。これにより、大学入学後に

適切な支援をゼロから求めなければならない「トランジション（移行期）」の問題が生じており、学生

が大学生活の初期につまずく一因となっている。この課題に対し、広島大学が初等・中等教育機関

との連携ネットワーク（UE-Net）を構築している事例は、解決に向けた先進的な取り組みとして注目

される。 

 
37 文部科学省「我が国の特別支援教育の状況について」「特別支援教育資料」等 
38 文部科学省「我が国の特別支援教育の状況について」「特別支援教育資料」等 
39 文部科学省「我が国の特別支援教育の状況について」「特別支援教育資料」等 
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③ インドネシアの初等・中等教育における障害児支援：高等教育への断絶という課題 

インドネシアの大学における障害学生支援の議論は、その前提となる初等・中等教育段階に存在す

る深刻な課題と切り離して考えることはできない。現地調査でも、「子どもは泳ぎ方を教わらなければ溺

れてしまう。基礎教育から適切な支援がなければ高等教育で困難に直面する」という発言があったよう

に、多くの障害のある子どもたちが大学という「大海」にたどり着く前に、教育システムの中で孤立し、将

来の可能性を閉ざされている現状がある。 

 

(ア) 支援の現状：分離教育とインクルーシブ教育の併存 

インドネシアの障害のある子どもたちの学びの場は、主に二つに大別される。 

Ø 特別支援学校（Sekolah Luar Biasa - SLB）: 

 伝統的に障害児教育の中心を担ってきたが、その多くは「職業訓練校」としての性格が非常

に強い。基本的な生活スキルや特定の職業技能（裁縫、印刷、手工芸など）の習得40に重点

が置かれ、大学進学を前提とした学術的なカリキュラムが提供されていないのが実情であ

る。その結果、SLBを卒業した生徒が大学に進学することは極めて困難な状況となっている。 

Ø インクルーシブ学校（Sekolah Inklusi）: 

 2016年の障害者法制定以降、政府はインクルーシブ教育を推進しており、通常の学校で障

害のある子どもを受け入れるケースは増加傾向にある41。しかし、本調査のFocus Group Mee

tingでも、単に「在籍」しているだけで、適切な支援を受けられずに学習から取り残されたり、

不適切な評価方法（例：走れない子どもが走る競技で評価される）に苦しんだりする事例があ

ることに留意が必要である。 

(イ) 深刻な課題：高等教育への「壁」 

制度上はインクルーシブ教育が推進されているものの、現場レベルでは多くの課題が山積しており、

それらが大学進学への高い「壁」となっている。 

Ø 教員の専門性不足とリソース欠如: 

最大の課題は、指導する教員側の専門性不足である。多くの教員が障害のある子どもたちへの指

導法に関する研修を受けておらず、どのように接し、教えればよいか分からないのが現状である
42。また、手話通訳者や点字教材、ICT機器といった物理的なリソースも圧倒的に不足しており、現

場の善意だけでは乗り越えられない壁が存在する。 

Ø 学力保障の欠如: 

専門的な指導や適切な教材がない環境では、障害のある子どもたちの基礎学力が十分に育たな

い。本調査のFocus Group Meetingでも、特別支援学級で十分な文法教育を受けられなかったため

に大学での論文執筆に困難を抱える学生や、高校段階でPCスキルを学ぶ機会がなかったために

大学の授業についていけない視覚障害学生の事例が報告されており、初等・中等教育段階での

「学びの遅れ」が、高等教育への道を直接的に閉ざしている実態が浮き彫りになった。 

Ø 社会・文化的な障壁: 

障害に対する社会的な偏見やスティグマも根強く、保護者が子どもを学校に通わせることをためら

 
40 インドネシアの障害児教育と国際教育協力、上越教育大学リポジトリ、https://share.google/2GeIvfCUJuUp96mTK、U

NICEFウェブサイト（https://www.unicef.org/indonesia/disabilities/reports/landscape-analysis-children-disabilities-indon

esia）など（2025年11月6日閲覧） 
41 UNICEF Indonesia, "Disability Inclusion: Ensuring every child has a fair chance to thrive," 等の公表資料に基づ
き調査チームが整理 
42 World Bank, "The State of Inclusion for Children with Disabilities in Indonesia: A Mixed-Methods Study" (2020) 
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ったり、学校側が受け入れを拒否したりするケースも依然として存在する43。これにより、そもそも教

育のスタートラインに立つことすらできない子どもたちが数多くいる。 

 

総じて、インドネシアの初等・中等教育は、インクルーシブという理念を掲げながらも、その実践に必

要な人材、資源、そして社会の理解が追いついていない過渡期にある。この段階で生じている「学びの

断絶」こそが、障害者の大学進学率が極端に低い根本的な原因であり、大学レベルでの支援体制を議

論する上で、決して無視することのできない最重要課題である。 

 

(5) 就職状況、企業連携 

① 日本の障害学生に対する就労支援と企業連携 

日本の障害学生支援は、大学での修学を保障するだけでなく、その先のキャリアパス、特に「就労」を

通じた社会参加を重要なゴールとして位置づけている。本調査でも、ミライロ社が「『卒業後の出口』とい

う視点」の重要性を強調しているように、学修と就労を有機的に結びつけるための多様な取り組みが、

大学、企業、そして国全体で進められている。 

 

(ア) 法制度に基づく障害者雇用の推進 

日本の就労支援の根幹には、「障害者雇用促進法」という強力な法的枠組みが存在する。 

Ø 法定雇用率制度: 

国、地方公共団体、および一定規模以上の民間企業に対して、常時雇用する労働者の数に一定

の率（法定雇用率）を乗じて得た人数以上の障害者を雇用することが義務付けられている。2024年

現在の民間企業の法定雇用率は2.5%であり、この率は段階的に引き上げられる予定である。この

制度が、企業が障害者採用に取り組むひとつのインセンティブとなっている。 

(イ) 大学における就労支援 

各大学では、障害学生が一般の学生と同様に円滑に就職活動を進められるよう、専門部署（キャリア

センターやDSU）が連携し、個別のニーズに応じた支援を提供している。 

Ø 個別キャリアカウンセリング:  

専門のカウンセラーが、自己分析、業界・企業研究、応募書類の添削、面接練習などを個別にサ

ポートする。 

Ø 情報提供と学内説明会:  

障害学生向けの求人情報やインターンシップ情報を集約して提供するほか、障害者採用に積極的

な企業を招いた学内合同説明会を開催する。 

Ø 合理的配慮の調整:  

採用試験や面接において、筆記試験の代替（PC入力や口述）、時間延長、手話通訳者の配置とい

った合理的配慮が必要な場合、学生と企業の間に立って調整を行う。 

 

(ウ) 企業との多様な連携 

大学内での支援にとどまらず、社会全体で障害者の就労を支えるため、多様な企業や団体が大学と

連携している。 

Ø ビジネスセクターとの連携: 

ミライロ社のように、障害当事者の視点を活かして企業のダイバーシティ＆インクルージョンを推進

する民間企業が存在する。同社が提供する「ユニバーサルマナー研修」は、企業人だけでなく、大

学の教職員や学生が社会における障害の捉え方を学ぶ上で有効なプログラムとなっている。 

 
43 UNICEF Indonesia, "Disability Inclusion: Ensuring every child has a fair chance to thrive," 等の公表資料に基づ
き調査チームが整理 
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Ø 広域ネットワークによる連携: 

広島大学の事例では、大学が地域の企業を巻き込んだ広域ネットワークを構築し、学生のインター

ンシップ先の開拓や、卒業後のキャリアに関する情報交換を行っている。 

 

このように、日本では「法定雇用率」という国の制度的基盤の上で、各大学が個別の就労支援を行い、

さらに多様な企業が連携することで、障害学生が学修から就労へとスムーズに移行できるためのエコシ

ステムが構築されつつある。 

 

② インドネシアにおける障害学生の就労支援と企業連携：断絶されたキャリアパス 

インドネシアの障害学生が直面する最大の壁の一つが、大学卒業後の「就労」である。本調査でも、た

とえ困難を乗り越えて大学を卒業できたとしても、その学びが社会参加や経済的自立に結びついていな

いという深刻な実態が垣間見えた。日本の「障害者雇用促進法」のような強力な法的枠組みや、大学と

企業間の体系的な連携が不在の中、多くの卒業生がキャリアへの道を断絶されている。 

 

(ア) 現状と深刻な課題 

Ø 「卒業＝失業」という現実: 

 本調査でも、障害のある学生の卒業後の困難が確認できた。特に国家障害者委員会（KND）で

は、「ある大学では、100人の卒業生が職に就けないまま」という衝撃的な事例を挙げており、大学

教育がキャリアに結びついていない現実を指摘した。聴覚障害者団体GERKATINも同様に「多くの

障害学生は大学を卒業しても就職できない」と述べ、この問題が特定の大学や地域に限定されな

い、構造的な課題であることを示唆している。 

Ø 企業側の無理解と採用における差別: 

 企業側が障害者雇用に対する理解やノウハウを欠いていることが、最大の障壁となっている。障

害者雇用を専門に支援するソーシャル・エンタープライズ「Parakerja」は、この課題を解決するため

「1社に1人の障害者雇用」というプロジェクトを構想している。これは裏を返せば、多くの企業にとっ

て障害者雇用が未だ「特別なこと」であり、具体的な受け入れ方法が分からずに躊躇している現状

を物語っている。さらに、制度レベルでの差別も根強く残っており、ある聴覚障害のある大学卒業

生は「公務員を目指したが、『身体障害者は受け付けるが、聴覚障害は受け付けない』と言われ不

合格になった」という自身の経験を語った。これは、障害種別によって雇用の機会が不平等に奪わ

れている明確な証拠である。 

 

(イ) 企業連携の模索と先進的な取り組み 

このような厳しい状況の中にも、大学と企業、そして専門機関が連携し、この断絶されたキャリアパスを

繋ごうとする兆しが見られる。 

Ø 専門機関（ソーシャル・エンタープライズ）の役割: 

Parakerjaは、日本のミライロ社のように、大学と企業の「橋渡し」役として重要な機能を果たしてい

る。大学のキャリアセンターと連携してインターンシップを支援したり、90以上の金融機関と協力し

て企業向けの障害者雇用研修を実施したりするなど、具体的なアクションを通じて企業側の意識

改革と受け入れ体制の構築を促している。 

Ø 先進大学による取り組み: 

 一部の先進的な大学では、学内での就労支援プログラムが始まっている。ジャカルタ国立大学

は、障害学生の自立支援を目的とした就労支援プロジェクトや、卒業予定者向けの研修を実施し

ている。また、UNU Yogyakartaも、卒業後の就職難を課題として明確に認識しており、今後の重点

項目として「インターンシップや企業との連携プログラムの整備」を掲げている。 
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4-2. インドネシアが抱える課題の再整理 

4章1節での日本との比較分析を通じて、インドネシアの障害学生支援が「黎明・普及」の段階にある

ことが明らかになった。その背景には、単一ではない、相互に関連し合う複数の構造的な課題が存在す

る。本節では、これらの課題を「意識・理解」「人材・ノウハウ」「体制・経験」「連携・ネットワーク」の4つの

側面から再整理する。 

 

(1) 支援意識と障害理解 

インドネシアでは、2016年の障害者法や国連障害者権利条約の批准により、障害者の権利を「人権」

と捉え、社会の側の障壁を取り除くべきだとする「社会モデル」への転換が法制度上は始まっている。し

かし、この理念が大学関係者や社会全体にまで深く浸透しているとは言い難い現状がある。 

(ア) 「社会モデル」の未浸透: 

多くの大学や教員が、依然として障害を個人の問題と捉える「医学モデル」や「慈善モデル」の域を

出ておらず、支援を「特別な配慮」や「情け」と見なす傾向が残っている。これにより、学生が本来持

つべき「学ぶ権利」が保障されず、結果として差別や学習機会の逸失につながっている。これは、

社会モデルを法の基盤とし、大学全体で「環境整備」と捉える日本の状況とは対照的である。 

(イ) 障害理解の不足: 

 特に、精神障害や発達障害といった「見えにくい障害」に対する理解は著しく不足している。統計

データ上でもこれらの障害を持つ学生の割合が低いことは、彼らが困難を認識されず、支援の対

象から漏れている可能性を示唆している。 

 

(2) 支援ノウハウと専門人材の不足 

DSUの設置が法的に義務付けられても、それを実際に運営するための具体的なノウハウと、専門性を

持った人材が圧倒的に不足している。 

(ア) 専門職（コーディネーター）の不在: 

 日本の大学で支援の中核を担う、学生のニーズを評価（アセスメント）し、学内の関係各所と調整

を行う専門職（コーディネーター）が制度化されていない。そのため、支援が場当たり的になり、組

織的な対応が困難となっている。 

(イ) 教員・支援者への研修不足: 

 障害のある学生への効果的な指導法やコミュニケーション方法に関する体系的な研修がほとん

ど行われていない。手話通訳者やノートテイカーといった人的リソースも極めて不足しており、学生

ボランティアの善意に依存しているのが実情である。 

 

(3) 実施経験、支援機器の貸出、支援体制の構築 

理念や知識があったとしても、それを具体的な支援として実行するための経験や体制、物理的リソー

スが欠けている。 

(ア) 体系的なアセスメント機能の欠如: 

 日本の大学のように、障害者手帳の有無にかかわらず学生の困難を客観的に評価し、支援の必

要性を判断する「アセスメント」の仕組みが存在しない。そのため、支援が個々の教員の判断に委

ねられ、公平性や一貫性が担保されていない。 

(イ) 支援機器・リソースの不足と共有システムの不在: 

 音声読み上げソフトや点字プリンターといった支援技術（AT）は高価であり、多くの大学が予算不

足を理由に導入できずにいる。また、日本の筑波技術大学が担う「拠点校」のように、高価な機器

を大学間で共有・貸与する仕組みも存在しない。 
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(ウ) DSUの運営経験の不足: 

 DSUを設置した一部の先進大学を除き、ほとんどの大学は支援室の運営経験がない。そのた

め、法律で設置が義務付けられても、「何を、どのように始めれば良いかわからない」という停滞状

況に陥っている。 

 

(4) 大学間・官民の連携体制・ネットワークの未整備 

個々の大学の努力を支え、国全体の支援レベルを底上げするための連携体制が極めて脆弱であ

る。 

(ア) 中間支援組織の不在: 

 日本のJASSOやPHEDのように、大学間の連携を促進し、ガイドラインや調査データといった共有

財産を蓄積・提供する全国規模の「中間支援組織」が存在しない。これにより、各大学が孤立し、個

別にゼロからノウハウを構築せざるを得ない非効率な状況が続いている。 

(イ) 限定的な大学間連携: 

 ジャカルタ国立大学のコンソーシアムのように、一部の先進大学間での散発的な連携は見られる

ものの、全国的なネットワークには発展していない。 

(ウ) トップダウンとボトムアップの断絶: 

 政府は法律でDSUの設置を義務付けるが、その運営を支える十分な財政支援や具体的なノウハ

ウを提供できていない。一方で、大学現場の実践知が国の政策に反映される仕組みもなく、トップ

ダウンの政策とボトムアップの実践が断絶している。 

 

これらの課題は、インドネシアの支援体制がまだ個々の点（大学や団体）の努力に依存しており、そ

れらを結びつけて「面」として機能させるための制度的・構造的な基盤が未整備であることを示してい

る。 

4-3. プロジェクトで重点的に取り組むべきニーズの特定 

前節で再整理された4つの構造的課題は、裏を返せば、本プロジェクトがインドネシアの障害学生支

援を前進させるために、重点的に取り組むべき具体的なニーズを示している。日本の先進的な知見と経

験に加え、インドネシアの既存のリソースを最大限に活用し、これらのニーズに応えることが、プロジェク

トの成功の鍵となる。 

 

(1) ニーズ１：支援意識と障害理解の向上 

課題の根源にあるのは、障害に対する社会全体の意識と理解の不足である。したがって、最も優先さ

れるべきは、日本の大学が土台としている「社会モデル」の理念を、インドネシアの文化的・社会的文脈

に合わせて伝え、浸透させるための啓発活動である。 

(ア) 大学執行部・管理職へのトップダウンアプローチ:  

まず、大学の意思決定層である学長や学部長に対し、「合理的配慮」が慈善ではなく法的な責務であ

り、大学の国際的な評価にも繋がる重要な経営課題であるという認識を促す必要がある。 

(イ) 教職員・学生へのボトムアップアプローチ: 

JICAが国際的に展開している障害平等研修（DET）や日本のミライロ社が提供する「ユニバーサルマ

ナー研修」のような実践的なプログラムを参考に、教職員や一般学生が障害のある学生への具体的な

接し方やコミュニケーション方法を学べる機会を提供する。特に、インドネシアではまだ十分に認識され

ていない精神障害や発達障害に関する理解を深めることも重要である。 

 

(2) ニーズ2：支援ノウハウの移転と専門人材の育成 
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DSUという「器」を作っても、それを動かす「人」と「ノウハウ」がなければ機能しない。日本の支援体制

の中核を担う専門人材の役割と、その育成方法を共有することが不可欠である。 

(ア) 「コーディネーター」という専門職の導入:  

学生と大学の間に立ち、ニーズのアセスメントから合理的配慮の調整までを一貫して担う「コー

ディネーター」の重要性を伝え、その役割を担う人材を育成するための研修プログラムが必要であ

る。日本の大学の実践は、その理想的なモデルとなる。 

(イ) 実践的支援スキル研修の提供:  

ノートテイク、手話通訳、教材のテキスト化といった具体的な支援技術について、日本の大学で

蓄積された実践的なマニュアルや研修コンテンツを提供する。それに加え、UIN Sunan Kalijagaなど

インドネシアの先進大学が独自に作成した優れたガイドブックも現地の文脈に即した貴重な教材と

して積極的に活用し、学生ボランティアや支援スタッフがスキルを習得できる機会を設ける。 

 

(3) ニーズ3：実践モデルの構築とリソース共有の仕組みづくり 

各大学がゼロから手探りで支援を始める非効率を避け、質の高い支援を迅速に立ち上げるために

は、具体的な「型（モデル）」と、限られたリソースを有効活用する「仕組み」の導入が求められる。 

(ア) 学内アセスメントモデルの導入支援:  

日本の大学で使用されている「アセスメントシート」のように、障害者手帳がない学生にも対応で

きる柔軟な学内アセスメントの仕組みを、インドネシアの各大学が導入できるよう、具体的な手順

や様式を共有し、導入をサポートする。 

(イ) 「拠点校」モデルの提案:  

広大なインドネシアにおいて、全ての大学が高度な支援機器や専門人材を抱えるのは非現実的

である。日本の筑波技術大学の事例を参考に、特定の地域や障害種別に強みを持つ大学を「拠

点校（リソースセンター）」として位置づけ、周辺大学に専門的な助言や高価な支援機器の貸し出し

を行う広域連携モデルの構築を、インドネシア政府や大学関係者に提言する。 

 

(4) ニーズ4：大学間・官民の連携体制・ネットワーク構築の促進 

個々の大学の取り組みを点から線へ、そして面へと広げ、国全体の支援レベルを持続的に向上させ

るためには、孤立した大学同士を繋ぐネットワークの構築が最も重要な鍵となる。 

(ア) 本プロジェクトによる「触媒」機能:  

日本のJASSOやPHEDが果たしている役割を参考に、本プロジェクト自体が、インドネシア国内

の大学、政府機関、NGO、そして企業を繋ぐ「触媒」となり、定期的な情報交換や合同研修の場を

設ける。 

(イ) ナショナル・プラットフォーム設立の支援:  

将来的には、本プロジェクトから生まれたネットワークが、インドネシア独自の全国的な障害学生

支援協議会（インドネシア版AHEAD JAPAN）として自立的に発展していくことを見据え、その設立と

運営を積極的に支援する。 

 

これらのニーズは相互に関連しており、包括的なアプローチが不可欠である。本プロジェクトは、日本

の多様な成功事例を「選択肢」として提示することで、インドネシアの大学や政府が自国の状況に最も

適した支援の形を見つけ出し、構築していくプロセスを力強く支援するものである。 
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第5章 インドネシアにおける障害学生支援プロジェクト     

最終提案 

これまでの日本とインドネシアの比較分析、およびインドネシアが抱える構造的な課題の整理を踏ま

え、同国の障害学生支援を持続可能な形で発展させるための具体的なプロジェクトを以下に提案する。 

5-1. プロジェクトの全体像 

本プロジェクトは、インドネシアの大学におけるDSUの機能強化と連携促進を中核とし、障害のある学

生が質の高い教育を受け、その能力を最大限に発揮できるインクルーシブな高等教育環境の構築を目

指すものである。 

 

上位目標: 

インドネシアの大学が、障害の有無に関わらず全ての学生が学びやすいインクルーシブな教育環境を

自律的に構築・発展できるようになる。 

 

プロジェクト目標: 

選定されたパートナー大学において、日本の先進的な知見を活かしたDSUのモデルを構築し、これを拠

点（リソースセンター）として大学間ネットワークを形成することで、インドネシア国内におけるDSUの取り

組みが自律的に発展・定着する体制を構築する。 

5-2. プロジェクトのフェーズ設定（6カ年計画） 

本プロジェクトは、3年を1単位とする2つのフェーズで構成される。 

 

第1フェーズ（1〜3年目）：モデル拠点校の構築と基盤整備 

目標: 5校程度のパートナー大学に、日本の先進事例を参考にしたDSUのモデルを設立し、自律的に運

営できる基盤を構築する。 

活動: 意識改革、人材育成、支援実践、制度構築の4本柱を中心に、集中的な技術移転と伴走支援を行

い、大学内の支援体制と人材基盤を強化する。 

 

第2フェーズ（4〜6年目）：拠点校ネットワークの全国展開と自律化の促進 

目標: 第1フェーズで育成した拠点校が中核となり、全国的な大学間ネットワークを形成・発展させ、イン

ドネシア国内におけるDSUの取り組みが、自律的に発展・定着する体制を構築する。 

活動: 拠点校による地域ブロック研修の実施、全国規模のDSUネットワークの設立支援、政策提言の実

践などを通じ、政府と大学が自律的に障害学生支援を推進できる体制の定着を図る。 
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5-3. 主要な活動計画（第1フェーズ） 

第1フェーズでは、第4章で特定した4つのニーズに直接応えるため、以下の活動を統合的に実施する。 

表8：第1フェーズにおける重点ニーズ毎の主な活動内容 

重点ニーズ 主な活動内容 

1. 意識改革 

（支援意識と

障害理解） 

1-1. 啓発セミナー・研修の実施と社会への発信 

・ 大学の意思決定層（学長・学部長）や行政官向けに、インクルーシブ教育の重要性

を伝えるトップセミナーを開催。 

・ DSU担当者、教職員、学生を対象に、日本の「障害平等研修（DET）」や「ユニバー

サルマナー研修」を参考にした研修を実施し、「社会モデル」の理念を普及させると

ともに、障害者を含む多様な人々に対する心づかいと行動の基本を理解する。 

・ パートナー大学の先進的な取り組みや、支援を受けながら主体的に学ぶ障害学生

のインタビューなどを積極的に発信し、大学進学が現実的な目標となり得るという希

望を、障害のある子どもたちやその家族、社会全体に届ける。 

2. 人材育成 

（支援ノウハ

ウと専門人

材） 

2-1. 本邦研修（フェローシップ・プログラム）の実施 

・ パートナー大学の意思決定層、DSU担当者、行政官を日本へ招聘・する。本研修で

は、先進大学の視察や専門機関（JASSO、PHED等）での研修を通じ、個別の支援

スキルだけでなく、日本の障害学生支援を支える理念、法制度、大学の組織的支援

体制、そして多様な主体が連携するネットワークの全体像を体系的に学ぶ。参加者

がこれらの知見をインドネシアの文脈で応用し、自大学の支援体制を構築するため

の礎を築く機会を提供する。 

2-2. 国内研修プログラムの開発と実施 

・ 日本の研修コンテンツとインドネシアの先進大学が作成したガイドブックを組み合わ

せ、国内で実施可能な「DSUコーディネーター養成研修」や「学生サポーター研修」

のプログラムを開発し、継続的に実施する。 

3. 実践モデル

構築 

（実施経験、

支援機器、体

制構築） 

3-1. パートナー大学におけるDSUの運営強化と実践支援 

・ 本邦研修参加者が中心となり、各大学に既に設置されているDSUの運営体制とサ

ービス内容の強化を図る。専門家が定期的に訪問し、日本の先進事例（アセスメン

トシートや個別支援計画等）を参考にしつつ、現場で直面する様々な課題解決を支

援する。この実践的なプロセスを通じて、各大学が個別支援計画の作成や合理的

配慮の提供といった支援活動を改善・発展させ、独自の経験とノウハウを蓄積して

いくことを伴走支援する。 

3-2. 支援機器ライブラリーの整備 

・ 基本的な支援機器（PC、スキャナ、ICレコーダー等）を整備し、学内での貸出システ

ムを構築する。 

3-3. 学内制度化の推進（DSUの公式位置づけの明確化） 

・ 各大学において、学則や学内規程にDSUの役割と運営体制を明記し、大学組織とし

ての正式な位置づけを確立する。 

・ 学内での予算確保、職員配置、学生サポーター活動の単位認定など、制度面の自

立化を支援する。 

3-4. 障害学生の意見反映メカニズム（Complain / Feedback Mechanism）の導入 

・ 障害学生が支援への要望や改善点を匿名でも提出できる仕組みを整備し、定期的

にDSUが対応・報告する体制を構築する。 
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4. ネットワー

ク形成 

（大学間・官民

の連携） 

4-1. プロジェクト運営委員会の設置 

・ パートナー大学、関係省庁（高等教育省、KND等）、Pijar財団、日本側専門家から成

る運営委員会を設置し、プロジェクト全体の進捗管理と情報共有を行う。 

4-2. パートナー大学間ネットワークの形成 

・ パートナー大学が定期的に集まり、実践状況や課題を共有する合同ワークショップ

を開催し、全国的な協働基盤を育成する。 

4-3. 政府への政策提言・報告の実施（年1回） 

・ プロジェクトの成果と課題を年次で政府関係機関に報告し、制度改善や予算化への

提言を行う。 

5-4. 期待される成果と効果測定の指標 

本プロジェクトの活動は、第4章で特定した4つの重点ニーズに直接対応するものであり、その成果と

進捗は以下の指標によって測定される。なお具体的な指標（数値）は、プロジェクト開始後直ぐに関係者

で協議し、確定する。 

 

表9：重点ニーズ毎の期待される成果と効果測定の指標（第1フェーズ） 

重点ニーズ 期待される成果 (Outcomes) 効果測定の指標 (Indicators) 

1. 意識改革 成果1: パートナー大学の意思決定層、教

職員、学生が「社会モデル」を理解し、イン

クルーシブ教育推進への組織的な合意が

形成される。さらに、SNS等を活用した広

報活動を通じ、大学での学びが障害のあ

る子どもたちやその家族にとって現実的

な選択肢となり、社会全体でインクルーシ

ブ教育を支える機運が醸成される。 

・啓発セミナー/研修に参加した大学関係

者（役職別）の数。 

・参加者を対象とした、障害理解度に関す

る研修前後のアンケート結果。 

・プロジェクト公式SNSアカウント（もしくは

Pijar財団、AHDC)のフォロワー数、投稿

へのエンゲージメント率。  

・メディア（新聞、ウェブニュース等）での

掲載件数。 

2. 人材育成 成果2: DSUの運営を担う専門職員（コー

ディネーター）と、学生を支援する学生サ

ポーターが育成され、学内で支援を実践

できる体制が整う。また、研修プログラム

が現地化・継続化され、自大学での研修

実施が可能となる。 

・本邦研修および国内研修を修了したコ

ーディネーター候補者の数。 

・学生サポーター研修を受講し、実際に支

援活動に従事する学生の数。 

・研修参加者の満足度およびスキル習得

度に関する評価。 

・各大学における自校主催研修の実施

数。 

3. 実践モデ

ル構築 

成果3:パートナー大学に設置されているD

SUの機能が強化され、障害学生に対して

個別のアセスメントに基づく質の高い支援

実践が定着する。加えて、学内におけるD

SUの制度的な位置づけが明確化され、当

・DSUの運営体制（人員、予算、学内規

程）が強化された大学の数。  

・アセスメントを経て個別支援計画が作成

された障害学生の数。  

・提供された合理的配慮の具体的内容と

件数。 
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事者の声を反映する仕組み（Complain／F

eedback Mechanism）が整備される。 

・学則・学内規程等にDSUの役割が明記

された大学の数。 

4. ネットワ

ーク形成 

成果4: パートナー大学間および政府・NG

O等との連携基盤が構築され、将来の全

国ネットワークに向けた協力体制の合意

が成立する。さらに、政府への定期的な政

策提言と成果共有を通じ、障害学生支援

の制度化と持続的発展に向けた政策提

言環境が促進される。 

・プロジェクト運営委員会およびパートナ

ー大学間合同ワークショップの開催回

数。 

・政府関係機関への年次政策提言・報告

書提出件数。 

 

本プロジェクト提案は、単に日本のモデルを一方的に移転するのではなく、インドネシアの文脈の中

でパートナー大学と共に考え、実践し、そしてインドネシア自身の手で全国に広げていくという、協働とエ

ンパワーメントのプロセスを最も重視するものである。 

また、第２フェーズへ移行するにあたり、以下の成果が第１フェーズ終了時点で客観的に確認できる

ことを基準とする。これらの基準は、表９に示した成果指標のうち、特に「制度化」「人材定着」「政府コミ

ットメント」に関する到達点を抽出した。 

 

表10：第２フェーズ移行判断のための成果確認基準（第１フェーズ終了時点） 

重点ニーズ 判断基準（Milestone Outcomes） 確認指標（Verification Indicators） 

1. 意識改革 パートナー大学において、学長・学部長ク

ラスを含む大学関係者が「障害の社会モ

デル」を理解し、障害学生支援の推進に

対する組織的合意が形成されている。 

・啓発セミナー／研修の実施回数および

参加者数（役職別） 

・理解度アンケートの改善結果 

・大学内での支援方針 

2. 人材育成 各大学において、DSUコーディネーターお

よび学生サポーターが育成され、学内で

の支援活動が継続的に実施されている。 

・全パートナー大学のコーディネーターの

配置 

・学生サポーター研修修了者数と支援活

動件数 

3. 実践モデ

ル構築 

各大学でDSUの運営体制が整備され、個

別アセスメント・支援計画・合理的配慮の

提供が定着している。 

・５校全てで学内規程にDSUの役割を明

記 

・個別支援計画の作成件数および合理的

配慮提供実績 

4. ネットワ

ーク形成 

パートナー大学間および政府との協働体

制が確立し、関係省庁がネットワーク形

成・制度化に対する支援意向を表明して

いる。 

・年２回以上の合同ワークショップ開催・

高等教育省またはKNDによる支援声明の

発出 

・プロジェクト運営委員会での政策提言の

実績 
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5-5. 活動計画（第1フェーズ：2026年度〜2028年度） 

本プロジェクトの第1フェーズは、2026年4月から2029年3月までの3年間とし、「基盤構築」「実践・定

着」「発展・自立化」の各段階を経て、パートナー大学におけるDSUモデルの確立を目指す。活動は「意

識改革」「人材育成」「実践モデル構築」「ネットワーク形成」の4つの柱に沿って、以下の通り計画的に実

施する。 

表11：成果ごとの主な活動計画 

時期 成果 主な活動内容 

1年目 (2026年度) 

【基盤構築期】 

2026年4月〜2027

年3月 

意識改革 ・オープニングセミナーの開催（4-5月）： プロジェクトの開始を周知し、

関係者の巻き込みを図る。 

・啓発セミナー①②（4月・10月）： 各パートナー大学で「社会モデル」の

理念を共有する。 

・広報活動の開始（通年）： プロジェクト公式SNSアカウントを開設し、活

動の目的や進捗を社会に発信し始める。 

人材育成 ・研修教材の開発・翻訳（4-7月）： 日本の知見とインドネシアの文脈を

融合した初期研修教材を完成させる。 

・第1回 本邦研修（8月下旬）： 大学の意思決定層とDSU担当候補者を

対象に実施し、帰国後に各大学のDSU設立計画案を作成する。 

・コーディネーター/サポーター研修の実施（通年）： 開発した教材を用

い、DSU担当者と学生サポーターへの国内研修を開始。 

実践モデ

ル構築 

・DSUの運営強化と実践支援の開始（9月〜）： 本邦研修参加者が中心

となり、各大学で既存DSUの機能強化に主体的に取り組む。日本の専

門家は年1〜2回のモニタリング・助言を通じて、初期の相談体制の改善

や運営計画の策定を後方支援する。 

ネットワー

ク形成 

・パートナー大学との協定締結（4-6月） 

・プロジェクト運営委員会①②（5月・10月）： 関係者間の合意形成と進

捗共有を行う。 

・政府機関への政策提言・意見交換の開始（10月〜）：プロジェクト趣旨

と連携方針を共有。 

2年目 (2027年度) 

【実践・定着期】 

2027年4月〜2028

年3月 

意識改革 ・啓発セミナー③④（4月・10月）： テーマを深め（例：発達障害）、対象を

広げて継続実施。 

・広報活動の強化（通年）： パートナー大学での具体的な支援事例や障

害学生の声を積極的に発信し、社会的な関心を喚起する。 

人材育成 ・コーディネーター/サポーター研修の本格化（通年）： 開発した教材を

用い、DSU担当者と学生サポーターへの国内研修を本格的に開始。 

・第2回 本邦研修（8月下旬）： 中核となるコーディネーターと行政官を対

象に、より専門的なアセスメント手法や支援技術を学ぶ研修を実施。 
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実践モデ

ル構築 

・合理的配慮の提供本格化（9月〜）： 新学期に合わせ、アセスメントに

基づく個別支援計画を作成し、ノートテイクや支援機器の貸与など、具

体的な支援を本格的に開始する。 

・学内制度構築の開始（10月〜）： DSUの正式な位置づけ、予算確保、

学生サポーター活動の単位認定など、学内での制度化に向けた働きか

けを強化する。 

・Complain／Feedback Mechanismの試行（通年）：障害学生からの要望

や苦情を収集・改善に反映する仕組みを構築。 

 ネットワー

ク形成 

・プロジェクト運営委員会③④（4月・10月）： 1年目の活動評価と2年目

の計画を協議。 

・パートナー大学間ワークショップの開始（通年）： 各大学の進捗や課題

を共有し、相互に学び合う場を設ける。 

・政府への定期的政策提言（10月）：大学支援政策・予算化に関する提

案を文書化。 

3年目 (2028年度) 

【発展・自立化期】 

2028年4月〜2029

年3月 

意識改革 ・啓発セミナー⑤⑥（4月・10月）： 就労支援や企業連携をテーマに加

え、社会との接続を視野に入れた啓発活動を展開。 

・広報活動の集大成（通年）： 3年間の成果を伝えるコンテンツ（動画や

記事）を作成・発信し、メディアとの連携も強化する。 

人材育成 ・研修の現地化（通年）： パートナー大学のコーディネーターが講師とな

り、自大学内で研修を実施できる体制（ToT）への移行を支援。 

・第3回 本邦研修（8月下旬）： 第2フェーズで中核的役割を担う次世代リ

ーダー候補を対象に実施。 

実践モデ

ル構築 

・支援体制の定着と就労支援の開始（通年）： DSU運営の自立化を促す

とともに、キャリアセンター等と連携したインターンシップなどの就労支援

を開始する。 

・成果のとりまとめ（10月〜）： 3年間の活動成果を「インドネシア版 障害

学生支援ガイドブック」として編纂する。 

・学内制度化の確立（通年）：DSUを大学規程上の正式組織として承認・

位置づけ。 

・Complain／Feedback Mechanismの定着（通年）：大学内外の関係者に

よる定期モニタリングを実施。 

ネットワー

ク形成 

・プロジェクト運営委員会⑤⑥（4月・10月）： 第1フェーズの総括と第2フ

ェーズの計画を策定。 

・成果報告セミナーの開催（1-2月）： 国内の大学関係者を広く集め、プ

ロジェクトの成果とガイドブックを共有し、第2フェーズへの参加を呼びか

ける。 

・全国DSUネットワーク／協議会設立に向けた準備会合の開催（通年）。 

・政府・大学・NGOを含む持続的協働体制の構築。 

 

5-6. プロジェクト の実施体制 

本プロジェクトは、日本財団をドナーとし、インドネシアのPijar財団が事業の主契約者として現地での実

施・調整を、AHDCが技術協力を行う専門団体として技術協力を担う、日イの協働体制で実施される。 
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(1) 各機関の役割分担 

(ア) Pijar財団（インドネシア側事業実施・調整機関） 

インドネシアにおけるプロジェクト実施の主担当機関として、政府機関やパートナー大学との連絡・

調整、現地活動の業務・進捗管理、経理、報告書作成といった事業運営全般を担う。また、AHDC

が開発する研修内容のレビュー、現地講師の確保、国内での広報活動、本邦研修参加者の選定

と渡航手続きなど、現地での実務を統括する。 

(イ) AHDC（日本側技術協力ハブ） 

日本の専門的知見をインドネシアへ移転するための技術協力の専門団体として、プロジェクトの技

術支援や日本における研修のロジスティックス・調整などの側面支援を担う。主に次の業務につい

てPijar財団をサポートする。①日本の大学専門家（短期専門家）の選定・派遣調整、②インドネシ

アの文脈に適した研修プログラム・教材の開発と提供、③日本での本邦研修の企画・運営、④日

本財団への進捗報告。 

 

(2) 日本国内の連携体制 

日本の多様な大学や専門機関の知見を効果的に活用するため、AHDCによる連携の下、緩やかな

「日本側支援ネットワーク（仮称）」を構築することを検討する。これは固定的な委員会ではなく、プロジェ

クトの各活動に応じて柔軟に連携する協力体制とする。このネットワークには、東京大学（PHED）、京都

大学、筑波大学、筑波技術大学、広島大学、JASSO、障害学生支援センター等の参加を想定しており、

研修プログラム開発への専門的助言、インドネシアへ派遣する短期専門家の推薦、本邦研修における

視察先の提供など、プロジェクトを専門的見地から支える重要な役割を担うことが期待される。 

 

 

 
図3: プロジェクト実施体制 
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